
─　　─297

目 次

　　「国際通貨の価値尺度」の主旨
　　Ⅰ．SDRによる「国際通貨の価値尺度」は国際統一通貨の役割を果たす
　　Ⅱ．国際通貨の価値尺度とユーロ圏内経済格差・中国国内経済格差の影響
　　結論：為替が安定する GDP平価理論
　　統計資料・参考資料

「国際通貨の価値尺度」の主旨

　Ⅰ項で IMFの SDRのバスケット方式を応用して，GDP平価理論による

SDR平価を「国際通貨の価値尺度」として提案する。本項は，「変動相場

制」に代わる次世代の為替制度として，「通貨の価値尺度」が金本位などの

「財の価値尺度」および変動相場制の「通貨の価値尺度」理論から脱皮し，

マクロ経済理論による実体経済の総体値（GDPを総人口で数値化）で算定

した，論理的で公正な GDP平価による「通貨の価値尺度」をベースにし

た SDR平価を提案する。

　また，その必要性をⅠ項で論じ，Ⅱ項で「国際統一通貨」の成否をユー

ロ統一通貨と人民元を具体例として「国際通貨の価値尺度」の問題点と対

応策を論ずる。

　為替の安定には，「国際統一通貨」が誕生すればすべてを解決するかもし

れないが，国家主権を認める政治体制下においては統一通貨ユーロで判断

できるように至難の業である。

SDRによる国際通貨の価値尺度が
国際統一通貨の役割を果たす

神　　田　　善　　弘
（受付 ₂₀₁₄年 ₁₀ 月 ₂₅ 日）
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　本論は，「国際統一通貨」へのステップとして，SDRを SDR平価に発展

させて「国際通貨の価値尺度」となる SDRppを定義する。この SDRppを

基準にすれば，公正で理論的な『国際通貨の価値尺度』となろう。

　変動相場制は，相場理論によって通貨の価値尺度を秒単位に変える為替

市場を作ってしまった。そのために，為替は“相場”によってオーバー

シュートするようになり，実体経済の安定成長を歪曲していると考えるの

は筆者だけであろうか。また，IMFは，為替の安定により世界経済の安定

成長を図る目的で設立されているが，その目的が達成できるだろうか。

　変動相場制下の為替市場では，“相場”が「実需原則」を廃して通貨を金

融資産と混同してしまい， “相場”が FX先物取引などの「デリバティブ」

を創出する原因を作り，“相場”が“通貨と為替の本質”を狂わせてしまっ

た。その結果，“相場”によって通貨と為替の本質が見失われ，資本主義を

終焉の危機にさらしている。

　為替市場が，通貨と為替の本質に立ち返り，秒単位で通貨の価値尺度が

変わる相場理論から理論的で安定した平価理論に変革することによって，

₂₁世紀の世界経済・社会の安定成長を図ることに貢献するであろう。

　先の論文₁︶のⅠ⊖Ⅱ項で，相場理論が通貨の価値尺度を不在にし，所得格

差の拡大が需要の減少を引き起こし，「資本の自己増殖」の原理が，資本主

義を終焉させることを述べてきた。人間の本性を鼓舞し，人類が進化する

ために必要な競争原理で実体経済を発展させるために，Ⅲ項で平価理論を

定義し，Ⅳ項で実体経済を歪曲する相場理論の問題点を指摘して平価理論

が有効であることを立証し，Ⅴ項でドル円をモデルに平価理論の正しさを

論証してきた。

　本論は，平価理論による為替の安定と世界経済の安定成長を図るために，

SDRのバスケット方式を応用して『国際統一通貨』に代わり得る『国際通

貨の価値尺度』を『SDR平価理論』で論証すことにある。

₁） 参考資料₁₀の論文参照。
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　IMFの設立目的は，為替を安定させることによって世界経済の安定成長

を図ることにあるので，「平価理論」による「国際通貨の価値尺度」が，為

替を安定させることを立証することにある。グローバル経済のコアに SDR

平価による「国際通貨の価値尺度」が位置を占め，「実需原則」による「等

価交換」ができる為替制度が実現すれば，外国為替市場で各国通貨は公正

な価値尺度で安定し，世界経済の安定成長に貢献することになろう。

　歴史が変遷するように，金本位でも固定相場制でも変動相場制でもない，

資本主義経済の持続的安定成長を約束する為替市場，グローバル経済にお

ける次世代の為替市場は，『変動相場制』から実体経済の総体値を「通貨の

価値尺度」とする『変動平価制』に改革する必要性がある。

Ⅰ．SDRによる「国際通貨の価値尺度」は国際統一通貨の 

役割を果たす

1.　SDRを基準にした「国際通貨の価値尺度」

　“相場”には理論的で公正な「通貨の価値尺度」が存在しないために，公

正な「通貨の価値尺度」を決めることができない。“相場”では「通貨の価

値尺度」を理論的に明確に示すことができないので，通貨安政策によって，

輸出競争力或いは企業競争力を付けることが可能であるが，その結果，関

係国の輸出競争力や企業競争力を奪い，不公正な“相場”で他国の国益を

犯している。相場理論では「通貨の価値尺度」がないので，その事実関係

を理論的な価値尺度で立証することができない。

　理論的に「通貨の価値尺度」を示すことができると，fxrが不公正である

ことを立証できるので，規制管理等による fxrの不公正を理論的数値で示

して，是正させることができる。不公正を立証できない原因は，“相場”に

よる「通貨の価値尺度」不在にあるので，“相場”が国益を犯し国際秩序を

乱す原因であることを平価理論で立証したい。

　平価理論では，両国の実体経済の総体値の比で「通貨の価値尺度」であ

る公正な平価が算定されるので，規制管理を行って円安・円高に誘導する
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ことが不可能である。

　グローバル経済の安定成長のために為替市場は，ミクロ理論の相場理論

ではなく，マクロ理論による平価理論で「国際通貨の価値尺度」となる為

替レート fxrを“相場”ではなく“平価”で決めることにある。本項は，先

の論文で定義した GDP平価理論を根拠に，IMFが実施している SDRのバ

スケット方式を応用して，SDR平価（SDRpp）理論による「国際通貨の価

値尺度」を決めることにある。IMFの SDR平価が決まれば，理論的で公

正な各国通貨の価値尺度が通貨別に「SDR平価」SDRppで決まる。

　理論的で公正な「国際通貨の価値尺度」が決まれば，「国際統一通貨」が

存在しなくても，主要通貨の SDRppが国際統一通貨と対等の機能を果た

すことができる。

　通貨の価値尺度を決める為替市場は，金融・商品市場と本質的に異なる

ので，通貨と為替の本質に反する投機的行為は排除され，「実需原則」によ

る「等価交換」が可能となる為替市場に改革することができる。

　IMFは，金保有，外貨，リザーブポジション等の公式資産を補強するた

めに IMF協定に基づき SDR（Special Drawing Right特別引出権）を創設

し，国家間の決済に必要とする外貨と交換できる準備資産の不足を補完し

ている。この SDRは，参加各国が IMFへの拠出割当額（クオーター）に

比例して SDRが配分される。₂₀₁₄年現在₂₀₄₀億 SDRを参加国の出資割当

額に比例して配分し，金融危機等に対する外貨不足に備えている。従って，

SDRは市場に流通する通貨ではないが，各国の外貨不足を補うために SDR

と引換えに外貨を融通してもらえる特別引出権であるので，外貨準備資産

の補完手段となり，さらに，国際通貨の価値尺度としての役割を担ってい

ると見なすことができる。

　変動相場制における SDRは，IMFのバスケット方式に入る ₄通貨（＄，

€，￡，￥）の比重（輸出額や International Reserves等）を基準に加重平

均した比重に ₄ 通貨の為替レートを掛けて，資料Ⅰ⊖ 1 の通り，IMFは

₁SDRに対する $SDRの価値を決め，$SDRの価値尺度を基準に各国の SDR
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を決めて IFS統計に公表している。

　平価理論におけるSDRの価値尺度の単位は，実体経済の総体を表すGDP

と経済のコアにある総人口で前論文の定義 ₁並びに定義 ₂により決まる。

GDPpp平価を基準に，SDR平価の価値尺度 SDRppを資料Ⅰ⊖ ₁ モデルに

算定すると資料Ⅰ⊖ ₂ の通りである。

　この SDRppは将来の国際統一通貨の価値尺度と見なすことができるので，

SDRppを国際通貨の価値尺度と見なして論旨を纏めている。

2.　相場理論による SDR1を基準にした国際通貨の価値尺度

　本論は，IMFのバスケット方式に入っている四大通貨をモデルにして，

資料Ⅰ⊖ ₁ 変動相場制下における SDRの決定方法を参考に平価理論による

資料Ⅰ⊖ 1　SDRのバスケット方式による主要 4ヵ国の SDRの価値尺度　
SDR Valuation            　　　　　　　　　　　　　　　January 04.2012

出所：IMFアジア太平洋事務所，http://www.imfxrg/np/tre/sdr/sdrbasket.htmの
表より作成。

注：⑴　バスケット方式に採用している₄通貨の比率の積算根拠は製品輸出，サー
ビス，International Reservesの比重を調整して決めている。（Press Release 
No.₀₅/₂₆₅） なお，IMFの SDR Valuation の noteは省略する。

　　⑵　₂₀₁₂年₁₀月 ₁ 日から₁₂月₃₀日の対ドル平均為替レートの実績額。
　　⑶　日本円 ₁ ドル＝₇₆.₇₄のクロスレート（CRSr： ₁ 円＝₀.₀₁₃₀₃₁ドル）は，

他の通貨と小数点を合わせるために₁/₁₀₀にデノミネーションの処理をして
いるので，₁₀₀円＝₁.₃₀₃₁₀ドルとなる。

Currency Currency amount
under rule ₀-₁

Exchange rate¹ USdollar
equivalent

Parcent change in 
exchang rate against 
USdollar from 
previous calculation

Euro ₀.₄₂₃₀ ₁.₂₉₇₆₀ ₀.₅₄₈₈₈₅ －₀.₅₃₇

Japanese yen ₁₂.₁₀₀₀ ₀.₇₆₇₄₀₀ ₀.₁₅₇₆₇₅ －₀.₀₇₈

（₀.₁₂₁₀₀） （CRSr₁.₃₀₃₁₀）

Pound stering ₀.₁₁₁₀ ₁.₅₅₉₆₀ ₀.₁₇₃₁₁₆ －₀.₀₉₆

U.S dollar ₀.₆₆₀₀ ₁.₀₀₀₀₀ ₀.₆₆₀₀₀₀ 　　₀.₂₁₁ ₃

₁.₅₃₉₆₈

SDR₁=US＄ ₁.₅₃₉₆₈ ₄
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「国際通貨の価値尺度」を資料Ⅰ⊖ ₂ でまとめ，改革する必要があることを

論する。変動相場制における SDRのバスケット方式は，₂₀₁₁年₁₂月₃₀日の

₄通貨の比重及び相場理論の fxrを採用すると，資料Ⅰ⊖ ₁ の通りである。

　資料Ⅰ⊖ ₁のSDR₁.₀₀₀₀=US$₁.₅₃₉₆₈は，SDRpp₁.₀₀₀₀₂︶の価値尺度に対

しUS$₁.₅₃₉₆₈が均衡値であるので，fxrが原因で SDRに対し₅₃.₉₆₈％イン

フレ化したことを示している。

　なお，この SDRの価値尺度は，毎日決定され，IMFのウエイブサイト

に掲載され，ロンドンの正午の為替の基準相場で決められている。

　なお，IMFは，₁₉₈₁年以降，通常 ₅年毎，または必要に応じて改正が行

われ，₁₉₉₉年以降 ₄通貨［＄，€，￡，￥］の財およびサービスの輸出額等

を加重平均して SDRの価値尺度を決めている。また，IMFの規定改正議

決権は，参加国₁₈₄カ国の₃/₅及び議決権の₈₅％以上の賛成で決定する規定

であるので，米国の賛否が鍵を握っている。

3.　GDP平価理論による SDRpp平価の価値尺度

　平価理論による₁SDRの価値尺度は，資料Ⅰ⊖ ₂ によりバスケット内にあ

る ₄カ国の GDPphの比重で加重平均して SDRの価値尺度となる比重を決

め，その比重で ₄通貨の SDRを決めている。

　平価理論による SDRpp₁.₀₀₀₀は，IMFの SDRバスケット方式を参考に

して，₂₀₁₂年₁₂月₃₀日の ₄ 通貨の GDPphの比重並びに平価理論の年平均

GDPppの加重平均によって資料Ⅰ⊖ ₂ の通り算定した。

【資料Ⅰ⊖ 2．GDP平価理論による SDR平価の価値尺度の解説】

　定義 ₁による各国の GDPphは【GDPph＝GDP÷総人口】が実体経済の

総体値を表している。各通貨の名称や単位が異なっても或いは経済主体が

それぞれ異なった利害関係があっても，実体経済の総体値である GDPph

₂） 参考資料₁₀のⅢ項の「原理 A」 参照。
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は，各国の実体経済の総体価値を表しているので，定義 ₂によりその総体

値の比はその国の実体経済の価値尺度並びに国民の生活水準の格差，即ち，

基準国通貨 ₁に対する対象国通貨の価値尺度を平価で表している。

【SDRによる国際通貨の価値尺度算定の解説】

①　SDRバスケットに採用されている ₄ 通貨国の各国の GDPphの総計

₁₃₉₈₃₁で②のバスケット内の比重を算定する。

②　GDPphによる各国のバスケット内の比重算定式【①各国 GDPph÷

₁₃₉₈₃₁＝②】である。

③　＄GDPpp₁.₀₀₀₀に対する各通貨の GDPppを表す。

④ 米国通貨＄CRSr₁.₀₀に対する各通貨のCRSr【CRSr＝₁÷③（GDPpp）】

⑤ ₄通貨CRSrと等価のSDR【②の比重×④の＄SDRr=₀.₃₅₃₃】は₀.₃₅₃₃

に均衡する。

⑥ ₄ 通貨の＄GDP₁【各国の②比重÷⑤各通貨の SDRと等価の値₀.₃₅₃₃】

は各国 GDPppに均衡する。

⑦ SDRpp₁.₀₀₀₀＝＄SDR₁.₄₁₂₃であるので，【各国の＄SDRpp＝⑥×₁.₄₁₂₃】

で算定した。

資料Ⅰ⊖ 2　GDP平価理論による SDR平価の価値尺度
 2013年 1月 1日時点

注 ①：各国 GDP／総人口＝各国 GDPph実体経済の総体価値（以下，日本円は
₁/₁₀₀にデノミ計算している）③通常，各国の GDPphを原値のままでは比
較できないと錯覚するが，それは間違いである。

通貨 ①GDPph ②バスケット
内のGDPph
の比重

③ ₄通貨の
GDPpp

④ ₄通貨の
CRSr

⑤ ₄ 通貨の
CRSppと等
価の SDR

⑥＄SDR₁ と
等価の₄通
貨 SDR

⑦ ₄通貨の
SDRpp

₁/③ ②×④ ②/⑤ ⑥×₁.₄₁₃₂
米国＄ ₄₉₃₉₉ ₀.₃₅₃₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀₀ ₀.₃₅₃₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₁₃₂
ユーロ€ ₂₈₄₈₂ ₀.₂₀₃₇ ₀.₅₇₆₆ ₁.₇₃₄₃₉ ₀.₃₅₃₃ ₀.₅₇₆₆ ₀.₈₁₄₉
英国 £ ₂₄₅₅₄ ₀.₁₇₅₆ ₀.₄₉₇₀ ₂.₀₁₂₀₇ ₀.₃₅₃₃ ₀.₄₉₇₀ ₀.₇₀₂₄
日本￥ ₃₇₃₉₆ ₀.₂₆₇₄ ₀.₇₅₇₀ ₁.₃₂₁₀₀ ₀.₃₅₃₃ ₀.₇₅₆₉ ₁.₀₆₉₇
計 ₁₃₉₈₃₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₁₃₂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SDR₁.₀₀₀₀＝＄SDRpp₁.₄₁₃₂（＄SDR平価）
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　通常，各国の GDPphを原値のままでは使えないと錯覚するが，それは

間違いである。

　平価理論：GDPphと GDPppは，原値のままで算定している。また，①

原値の GDPphから算定した②の比重と④ CRSrから算定した⑤の SDRが

等値（均衡値）であるので，原値の GDPphまたは GDPpp或いは SDRpp

で国際比較をしても，いずれも正しい解であることを立証している。

　相場理論：各国の GDPphをドルレートで換算して国際比較しているこ

とが誤りであることを前の論文のⅣ項で立証している。

　GDPppと国際通貨の価値尺度：GDPpp＝SDRが確立し，「国際通貨の

価値尺度』となれば，「世界統一通貨」の価値尺度の役割を果たすので，

「世界統一通貨」は存在しなくても SDRppがその役割を担うであろう。

4.　新興国通貨 GDPpp・SDRppによる支援策と共存共栄政策

　新興国は，定義 ₃の通り経済格差₃︶（GDPgap）があるので，国際通貨と

しての資格が無い。そこで，平価理論では，IMFが中心になって，グロー

バル経済安定成長の視点から，共存共栄による世界経済の安定成長を図る

ために，新興国通貨の GDPppに 一定のアローアンス（許容範囲₄︶）を与

え，通貨安を容認することにより，新興国の経済成長を支援する国際ルー

ルを設定し，新興国を先進国に育成することが望まれる。

　₂₀₁₁年，BRICsの GDPpp，fxr，fxr/GDPpp乖離率及びカントリーリス

ク（国の信用度）点数と順位は，ブラジル（GDPpp₂.₂₈₈₄，fxr₁.₈₆₇₁，乖

離率₁₈.₄％ fxrレアル高）カントリーリスク₆₈.₅点₄₁位，ロシア（GDPpp　

₈.₀₈₆₁，fxr₂₉.₃₈₂₀，乖離率₃.₆倍 fxrルーブル安）₆₅.₂点₄₇位，インド

（GDPpp₆.₇₅₈₅，fxr₄₆.₆₇₀，乖離率₆.₉倍 fxrルピー安）₆₅点₄₈位，中国

（GDPpp₁.₅₇₀₀，fxr₆.₇₇₈₃，乖離率₄.₃倍 fxr人民元安）₈₀.₂点₂₂位であっ

₃） 参考資料₁₁参照。
₄） 参考資料 ₉のⅢ項⊖ ₇ ）表 ₁を参照。
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た。

　世界経済における中国は，₂₀₁₄年現在。経済規模は世界第 ₂位であるが，

南シナ海の紛争やシャドウバンキング問題或いは香港や内陸部の国内紛争

を考慮するとカントリーリスクが増加しているので，中国の信用度は

BRICs並に評価が₇₀点前後に低下していると想定される。また，中国政府

の規制管理による fxrと GDPppの乖離，GDP経済格差および中国内の経

済格差が大きい人民元についてはⅡ項⊖ ₂で分析している通り，新興国通貨

並であり，国際通貨としての資格をクリアしていない。

5.　国際通貨の資格条件

　国際通貨の資格条件は，①国と通貨の信用があること，②先進国通貨で

あること，③規制管理がなく，自由の原則，競争原理，市場原理が機能す

る公正で自由な為替市場があること，④当該通貨の取扱高のシエアが ₅％

以上を占めることである。即ち，SDRのバスケットに入る資格条件は①～

④の条件を満たすことが国際通貨の資格条件としての基本条件となろう。

　変動相場制下では，BIS調査による「外国通貨別取扱高の推移」（₁₀年 ₄

月時点）では，四大通貨（＄，€，￥，￡）で₇₉％を占めている。世界で

₅％以上を占める他の通貨はない。第 ₅ 位が A$,₃.₈％，第 ₆ 位 swiss 

F₃.₂％ ,であり，それに続く通貨は，CA$，HK$，インドルピーであるが，

その他の通貨は， ₁％以下のシエアに過ぎない。例えば，隣国のウオンは

₀.₈％，人民元は₀.₄％である（参考資料₁₀の表Ⅲ⊖ ₂ および ₃参照）。国際

間の決済慣習は，リスクを最小限に抑えるために，信用と安全性の高い国

の通貨で決済が行われる国際金融システムが構築されている。

　通貨は，国の信用度を象徴しており，長い貿易取引決済等の歴史の中で

信用を築き上げてきた通貨が決済通貨となるので，短期間でその資格を得

られるものではない。従って，国際通貨の資格条件は ₅％以上のシエアが

必要と考えられる。仮に，拡大するとしても最大で ₃％以上を占める通貨

に限られるべきであろう。可能であれば，「国際統一通貨」の誕生が望まれ
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るが，Ⅱ項で問題提起しているように，ユーロ経済圏は主権国家にこだわ

り，その上国家間の経済格差が大きい現状では困難であろう。

　さて，〝SDRのバスケット方式に組み込む国際通貨の資格条件″は，次の

条件を満たすかどうかを慎重に厳重に審査する必要がある。

　第 1は，国の信用，次いで金融機関の信用が必須条件である。国際金融

システムは，信用と実力をベースにネットワークが形成されてきた歴史が

あるので，国の信用，通貨の信用，金融機関の信用によって国際金融シス

テムによるルールが確立しており，すでに国際金融機関の間でコルレス契

約や SWIFTにより取引決済方法が決められ，信用供与が成立している。

　第 2は，通貨と為替に規制管理がなく競争原理及び市場原理が機能して

おり，自由に取引できる通貨が条件となる。

　第 3は，通貨のシエアが少なくとも ₅％以上あり，実体経済における信

用力と経済力を備える通貨であることが必要条件となろう。

　第 4は，世界に開かれた公正原則が機能する為替市場があることが条件

であろう。

　第 5は，国際通貨は，流通性の自由度が重要である。各種決済に自由に

対応できる信認のある通貨であり，通貨・為替・貿易決済等に規制・管理

がなく，何時でも何処ででも自由に“等価交換”ができる通貨が国際通貨

の資格条件となる。従って，為替の安定によって世界経済の安定成長を支

え，IMFの理念が実現できる通貨が国際通貨として選ばれる。

　その他の条件として，カントリーリスク或いは国債の格付けがＡ格以上

（表Ⅴ⊖ ₁ 参照）であり，世界各國が安心して利用できる通貨が資格条件と

なろう。

　近年，IT技術の進歩により為替市場は，₁₀₀万分の ₁秒で取引が成立す

るので，その取引に耐えられる信用力と流通性がある通貨及び為替市場が

あること。仮に，信用力と流通性がある通貨，それらの通貨と関係の深い

金融機関が存在することが，国際通貨としての基本的条件であるので，国

際金融システムの慣習法に加えて，国際法またはルールが必要となるであ
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ろう。ひと度デフオルトが発生すると国際金融システムの中で瞬時に連鎖

反応が起こり，それに対応できないとき，ドミノ現象のように金融システ

ムが崩壊し，資本主義経済が終焉する危機に直面することになる。国際金

融システムの崩壊は，世界経済を混乱させ，人の生活を危険に晒すことに

なる。G₂₀による為替安定理事会はこの金融危機を恐れて₂₀₁₈年を目処に

BISの自己資本比率を₂₀％台に引き上げることを予定している。

6.　先進国における規制管理対策

　変動相場制下における通貨や為替に規制管理がある先進国通貨は，変動

平価制に代わる場合，fxrと GDPppの乖離が大きいので，一定の調整期間

を与えて規制緩和をさせ，国際通貨への資格条件を満たすよう誘導する必

要がある。

7.　平価理論による国際通貨の価値尺度の特性（解説）

　 1）平価理論による経済成長率は「名目 GDP成長率」で判断する。そ

の理由は，経済がインフレまたはデフレであっても実体経済における経済

行為は名目 GDPで経済活動の決済が行われるからである。

　 2）相場理論では，基軸通貨の概念として，通貨の価値が高いこと，経

済規模が大きいことが条件となる。 ₄通貨では，GDPppの価値はポンド，

ユーロ，円，ドルの順位でドルが低くなっている。ただし，人口と経済規

模は米国，ユーロ圏，日本，英国の順位で低いので，ドル人口が最も多く，

基軸通貨の条件を満たしている。

　平価理論による通貨の価値尺度は，基準国と対象国の実体経済の総体値

の比であるGDPppで表されるので，GDPppから算定される SDR平価が国

際通貨の価値尺度である。そのため，基軸通貨の概念が必要でなくなり，

人口や経済規模も GDPppでは等価となるので，バスケットに入っている

通貨はすべて，基軸通貨と対等の地位（複数基軸通貨体制）を得る。

　グローバル経済下における国際通貨の基本条件は，IMF ₈ 条国として，
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国際ルールを遵守し，競争原理，市場原理，公正原則を守る通貨が信用を

確立し，国際通貨として IMFのバスケットに採用され，各種の国際決済に

使用される。

　 3）平価理論による SDRは，資料Ⅱ⊖ ₂ で立証してきた通り，GDPpp＝

SDRが国際通貨の価値尺度となり，為替市場では GDRppで「等価交換」

される。相場理論による IMFの「SDR」は，fxrが相場で決まるので，SDR

と fxrが不安定に変動するので均衡せず乖離する。

　 4）企業は，為替が安定すれば，通貨高であっても，通貨安であっても，

通貨の価値尺度が公正な価値尺度で安定するのであれば，経営は安定し，

公正な競争の原理と市場原理が機能する実体経済が実現する。即ち，平価

理論は，安定した経営・経済を可能にする理論である。その根拠は，₂₀₁₂

年，主要通貨で fxrとGDPppの乖離が円ドルで₅.₄％，同ポンド₂₆.₉％，同

ユーロ₃₅％あるが，平価理論に変われば為替が GDPppに統一して安定し，

乖離の格差がなくなるので，経営と経済が格段に安定すると同時に本格的

に競争原理が機能する経済・社会に変革する。この事実を為政者は認識す

べきである。

　 5）世界経済の平均成長率は ₇％前後，先進国は ₃％前後である。しか

し，fxr/GDPppの乖離率は，₇₃－₉₈年および₉₉－₁₂年間の年平均乖離率が，

ドル円₁₈.₃₈％，₁₂.₀₀％，ドルポンドで₃₇.₃₃％，₁₇.₉₉％，ドルマルク

₃₇.₇₁％，ドルユーロ₁₆.₈₇％に縮小している。しかしながら，この乖離率

は，為替の投機要因による変動が主たる原因であり，為替の変動が先進国

の実体経済の成長率 ₃％前後と比較して，少なくとも円ドルで ₄倍，ユー

ロで₅.₆倍，ポンドで ₆倍以上ある。fxrが年平均値で先進国経済成長率の

₄倍以上変動していることになる。この事実は，相場理論が如何に実体経

済に重大な影響を与え，経済の安定成長を阻害している事実を数値が示し

ている。

　変動相場制をこのまま放置すれば，各国経済をさらに歪曲し，経営を一

層不安定にし，世界経済の安定成長を妨げることになるので，〝相場″の誤
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り気付かず，改革が遅れれば遅れるほど，国際金融システムを危機に晒し，

資本主義経済を終焉させる危険性を孕んでいる。

　 6）相場による為替の変動が経済及び企業に及ぼす影響

　日本の総合商社等流通企業の粗利益率は₁₅.₅％程度，営業利益率 ₆％程

度（大手商社の純利益率は ₃％前後₅），また，中小企業の売り上げに対す

る営業利益率は製造業平均₄.₃％，卸売業平均₁.₈％，小売業平均₃.₉％であ

る₆）。それに対し，為替の変動は前記のとおり，各利益率を超える変動を

しているので，経営の安定が期し難いことが理解できるであろう。例えば，

日本の₂₀₁₂年，年平均の fxr₀.₇₉₇₉，GDPpp₀.₇₅₇，乖離率₅.₄％円安であっ

たが，アベノミックスによる円安は同年₁₂月から短期間で，₇₀円台後半か

ら₁₀₀円台，₂₅％以上の円安を記録している。さらに，為替は投機要因に

よってオーバーシュートするので，その影響は計り知れないものがある₇）。

このような相場理論による変動の実態は，公正な理論と言い切れるであろ

うか。

　変動相場制から変動平価制に代われば，各通貨ともに為替が公正な平価

（レート）に安定するので，経営及び経済が安定成長し，上記利益率も増加

し安定的に確保できることになろう。

₅） 考資料₁₄参照。
₆） 参考資料₁₃および₁₄参照。
₇） 日経新聞₂₀₁₄年 ₂ 月₁₀日，「FX国内売買高最高に」輸出入貿易額（₁₅₁兆円）
の₂₈年分₄₂₇₀兆円に達すると報じている。デリバティブ取引は【貸借対照表に載
らないオフバランス取引】と呼ばれる。また，デリバティブ取引には，先物取引
のように，取引が公設の取引所に限定されているものと，自由に相対で取引され
る店頭（OTC　Over the Counter）取引とがある。BISによれば，世界のOTC取
引残高は₅₉₂.₀兆ドル，日本の OTC取引残高は₂₈.₄兆ドル，取引所取引残高は
₅.₉兆ドルである（いずれも₂₀₀₈年末時点の想定元本）。
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Ⅱ．「国際通貨の価値尺度」SDRppで国家間と国家内部の 

経済格差の問題点を分析する

　本項は，『国際通貨の価値尺度』GDPppと fxrの乖離（格差）が ₂倍を

超える国家間或いは国家内部の経済格差が及ぼす影響を「国際通貨の価値

尺度」の視点から論述する。多くの国が通貨と為替の規制管理により通貨

安政策を実行するが，新興国であっても国の通貨の価値を ₂倍以上安くす

る政策は，財・サービス等の輸入による物価高を招き，国民の生活が犠牲

となり，その国の経済・社会への影響が先の論文Ⅰ項で述べた「資本の自

己増殖」の原理による「所得格差」の拡大となり，貧富の格差拡大要因を

つくり，「経済・社会不安」が内乱或いはテロを誘発する危険性がある。

　相場理論の fxrと平価理論のGDPppの格差を「国際通貨の価値尺度」の

視点から①ユーロ統一通貨および②中国人民元をモデルに『通貨の価値尺

度』の重要性と問題点を論述する。

　相場理論と平価理論の「通貨の理論的価値尺度」が fxr＝GDPppに均衡

すべきであるが，“相場”理論 の問題点は，fxr/GDPppの乖離が存在する

ことであり，fxrには「通貨の価値尺度の理論値がない」事実を浮き彫りに

している。乖離が縮小して均衡に近づく通貨は，規制管理がなく公正原理

が機能している通貨であるので，経営の安定と世界経済の安定成長を促進

し，その国の国民の生活を豊かし，世界平和に貢献することを表している。

1.　ユーロ圏内格差と「通貨の価値尺度」の問題点

　変動相場制下において，ユーロが基軸通貨の資格を得ることができれば，

巨大な資金力と経済力を手にすることができる。何故なら，基軸通貨のメ

リットは，基軸通貨で取引をする国の市場は資本取引及び財・サービス等

の経常取引に関する為替の損益がなくなり，自国市場と同じ取引条件にな

る。さらに，通貨の価値が増加し信用が増大するので，想定外の市場の拡

大と経済力，信用力を手にすることができる。
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　EU経済圏は，民族，文化，宗教，言語，経済・社会・政治構造の素晴

らしい共通点が多い土壌があるので，人口及び経済規模が米国を凌ぐこと

が可能な基軸通貨の素質のある経済圏である。統一通貨は，経済力が均衡

するG₁が英国を始め北欧諸国と手を組み，人口 ₃億の経済圏を目指してい

たら GDPppが米国に勝り，ドルに代わってユーロが基軸通貨或いは ₂大

基軸通貨が実現すると想定していた。

　通貨の統一は，財と通貨の価値尺度を共有することになるので，通貨の

統一に先立って国家の統一或いは法の下に連合国家体制（米国の州或いは

中国の省体制）を組む必要があった。国体の統一がなければ，日本神話の

「八岐大蛇」のように ₁つの通貨で，各国が勝手な金融・経済政策を行うこ

とができる。また，統一通貨の価値尺度は等価であるので，一国の財政破

綻は，関係国の金融経済政策に連鎖反応を起こし，その結果として通貨の

価値が破綻するか或いはマイナスの債務を正当な理由もなく関係国は共有

せざるを得なくなり，一時的にほころびを繕ってもまた綻び，統一通貨は

崩壊の道を歩むことになろう。

　₂₀₁₂年現在，統一通貨ユーロ参加国は₁₇カ国であるが，表Ⅱ⊖ ₁ ，表Ⅱ⊖

₃ により，GDPppの視点から ₃グループに大別できる。第 ₁グループは，

　　　資料Ⅱ⊖ 1　2012年統一通貨ユーロのグループ（G）別 GDP，人口，
　　　　　　　　 GDPph，GDPpp，fxrの実態

参加国 総計 G₁ G₂ G₃ ₂ G/₁Gの格差 ₃ G/₁Gの格差 ₁ G/₃Gの乖離率

ユーロ総GDP ₉₄₉₀₀ ₆₃₉₉₅ ₂₉₅₄₃ ₁₄₈₄ ₀.₄₆₁₆ ₀.₀₂₃₂ ₄₃.₁₂

ユーロ総人口 ₃.₃₃₁₉ ₁.₉₃₄₇ ₁.₂₉₃₅ ₀.₁₀₃₇ ₀.₆₆₈₆ ₀.₀₅₃₆ ₁₈.₆₆

ユーロGDPph ₉₂₃₅ ₃₃₀₇₇ ₂₂₈₄₀ ₁₄₃₁₂ ₀.₆₉₀₅ ₀.₄₃₂₇ ₂.₃₁

米国 GDPph ₄₉₃₉₉ ₄₉₃₉₉ ₄₉₃₉₉ ₄₉₃₉₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀

€/$GDPpp ₀.₅₉₁₈ ₀.₆₆₉₆ ₀.₄₆₂₃ ₀.₂₈₉₇ ₀.₆₉₀₅ ₀.₄₃₂₇ ₂.₃₁

$/€GDPpp ₁.₆₈₉₈ ₁.₄₉₃₄ ₂.₁₆₃₁ ₃.₄₅₁₈ ₁.₄₄₈₄ ₂.₃₁₁₄ ₂.₃₁

€/$fxr ₀.₇₇₈₃ ₀.₇₇₈₃ ₀.₇₇₈₃ ₀.₇₇₈₃ ― ― ₁.₀₀

$/€fxr ₁.₂₈₄₉ ₁.₂₈₄₉ ₁.₂₈₄₉ ₁.₂₈₄₉ ― ― ₁.₀₀

€ fxr/€GDP ₁.₃₁₅₁ ₁.₁₆₂₃ ₁.₆₈₃₄ ₂.₆₈₆₃ ― ― ₀.₄₃

注 ：G₁～ G₃の内容は表Ⅲ⊖ ₁ ～ ₅ を参照
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₁₉₉₉年発足当時の原参加国₁₁カ国のうち，GDPpp＞₀.₆以上の実力のある

₈カ国，第 ₂グループは₀.₃₅＜GDPpp＜₀.₆の PIGS，₄カ国（ギリシャは

₂₀₀₁年参加），第 ₃グループは₂₀₀₇⊖₁₁年に参加したGDPpp＜₀.₃₅以下の後

発参加国（ ₅カ国）に区分できる。ユーロ圏平均 GDPppは₀.₅₇₆₆である

ので，GDPpp＞₀.₆とGDPpp＜₀.₆の ₂グループに区分すると，第 ₁グルー

プと第 ₂，第Ⅰグループと第 ₃グループの乖離率に分けて分析することが

できる。各グループの格差等の問題点は資料Ⅱ⊖ ₁でご判断いただきたいが

GDPppが ₂倍以上の乖離率は将来の火種になろう。

　第 ₁ グループはルクセンブルグを除き， ₇ カ国の経済力がほぼ均衡

（₀.₆₄＜GDPpp＜₇.₃）しており，人口₁.₄₉億人，米ドル基軸通貨に対応し，

そのメリットを享受するには₁.₅億人程人口が足りない。また，基軸通貨の

安定を図るためには，経済格差が均衡し対等な国家が連合する必要がある。

また，格差拡大は，貧富（所得）の格差による社会不安が生じる原因とな

るので避ける必要があろう。

　なお，ルクセンブルグは GDPpp₁.₇₂₈₅，ドイツの GDPpp₀.₆₄₆₈に対し

₂.₆₇倍高い水準にある。その理由は，ユーロ圏の金融の中心地であり，金

融と重工業の比重が大きく，高度に発達した工業や情報通信産業，その上，

自然や文化遺産に恵まれた観光産業があり，人口₅₁万人，領土 ₂,₆₀₀平方

キロメートル（日本の小さい県に相当）ドイツ，フランス，ベルギーに隣

接する交通の要所であり，ベネルックス経済圏（ベルギー，オランダ，ル

クセンブルグ）を形成し，世界最高水準の豊かさを誇る別格の存在である。

基軸通貨であった時代の英国の姿である。

　筆者はルクセンブルグのような日本の未来の姿を金融市場，研究開発力，

自然と文化，おもてなしの民族で素晴らしい国造りができると期待してい

る。

　変動相場制下における国際通貨ユーロは，信用を回復し基軸通貨として

の資格を得るためには，対等の経済力を有する国と再出発をする荒治療が

必要であるかも知れない。または，連邦国家体制を構築し，法を整備して，
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腕白息子や我が儘娘を背負ってゆく覚悟が必要になろう。

　変動平価制に代われば，基軸通貨の概念がなくなり，IMFの SDRに組

み込まれる公正な国際通貨は，GDPpp平価の下で等価になるので，基軸通

貨に代わって国際通貨という権利を獲得する。即ち，従来の基軸通貨のメ

リットがなくなるが，国際通貨としての価値尺度である実体経済（GDP）

の総体値の比で国際通貨の価値尺度が，資料Ⅰ⊖ ₂により決まる。言い換え

れば，fxrに変わって GDPppが通貨の価値尺度となるので，変動相場制下

の基軸通貨のように ₁極集中せず，通貨の価値尺度は公正な価値で多極化

し，しかも実体経済の総体値を通貨の価値尺度として，GDPppまたは

SDRpp平価による「等価交換」が公正に行われることになる。ただし，国

際通貨の資格を得るためには，GDPの安定成長度と国の信用度が基準とな

るので，経済のキーワードは，安定成長率を持続する経済力，即ち，「付加

価値生産性」を創成する技術開発能力等が重要課題となろう。

　「付加価値」は，新発明や新素材を作り出す技術革新，デザイン品質の改

善，ノーハウなど，競争原理の中で英知を集めた知的価値を創出する能力

がなければ生まれない。この他，IMFのバスケットに入る通貨の審査基準

は，通貨と為替の本質に反しない，規制管理のない公正原則・自由原則・

市場原理が機能する通貨であり，為替市場で通貨の「等価交換」ができる

通貨が，国際通貨としての信用と資格を得ることになろう。

　統一通貨ユーロの抱える問題は，基軸通貨のメリットを目指してきたが，

主権国家の権利を認めた集合体である限り，統一通貨ユーロの信認にソブ

リンショックなど無理が生じることが判明した。法の下に統一国家或いは

連合国家を形成しない限り，統一通貨ユーロは，変動相場制下において通

貨の信用を得て基軸通貨の権利を獲得し， ₄通貨の中のリーディングカレ

ンシーとしての地位を確立することが困難であろう。

　平価理論では，国際通貨としての魅力は，強い通貨であり，責任と義務

を果たし，信用ができる通貨であれば，その通貨は国際通貨として信認を

得る。ただし，現状の統一通貨ユーロ体制では，ユーロの信用をユーロ圏
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内で傷つけ合うことになりかねないであろう。通貨は国の価値を象徴する

ので，経済と通貨の統合に先立ち，国家の統合の再編をやり直す必要があ

るが，困難な道程であろう。ただし，変動平価制に代われば，ユーロの公

正な価値尺度が決まり，安定するので，国家の統合または連合体の形成も

やり易くなろう。

2.　『通貨の価値尺度』から見える中国国内格差の問題点

⑴　国内経済格差の実態

　₁₉₇₈年，中国は改革開放政策により共産主義体制に資本の原理を導入し

たが，当時の中国の実体経済を表す GDPppは，表Ⅳ⊖ ₄ ～ ₅ の通り，上海

GDPpp₄.₁₅₂₂，中国平均₂₇.₃₉₅₉，貴州₅₉.₄₂₃₆であり，上海と貴州省の

GDPpp経済格差が₁₄.₃倍であった。また，GDPppと fxrの推移₈︶は，上海

が₁₉₉₀年，北京₁₉₉₁年，広東₁₉₉₃年にそれぞれ fxrがGDPppと等価を達成

したが，通貨と為替の規制管理の影響で乖離はその後も拡大を続けている。

　₂₀₁₂年，中国人民元は，新興国通貨であるが，上海市，北京市，広東省

を独立国と仮定すると定義 ₅の通り，GDPgap が ₁にクロスし，すでに先

進国に成長しているので，定義 ₄ .［GDPpp＝₁÷GDPgap］の GDPppは，

表Ⅳ⊖ ₄ の通り上海国 GDPpp₀.₅₈₂₆，米国より₄₁.₇₄％通貨の価値が高く

なっている。この経済成長は各種の要因があるが，平価理論では，為替等

の規制管理による通貨安政策によるもので図 ₁～図 ₃がその事実を立証し

ている。

　₁₉₈₆年外貨調整センターを設立するなど，為替を ₁元化する努力により，

貿易が拡大し始める。

　₁₉₉₄年，中国平均 GDPpp₆.₅₈₂₄，まだ米国の₁/₆.₅に過ぎなかったが，

中国政府は，実体経済成長に確かな手応えを確信し，更なる成長発展のた

めにWTO加盟を目指してその準備に入り，法整備を整えて本格的にWTO

₈） 神田善弘　参考資料 ₅参照。
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加盟交渉に入る。

　₂₀₀₁年，WTO加盟を果たした中国は，ドルに完全に連動政策をとり，

fxr₈.₂₇₇₁，GDPpp₄.₂₅₄₂，乖離率₉₄.₅₆％人民元安であった。なお，ドル

と人民元の fxrと GDPppの前年比伸び率の推移は図 ₁ の通り規制管理に

よって₂₀₁₂年乖離率が₄.₅₈倍拡大している。

　₂₀₁₂年，中国の GDPppと fxrの推移₉︶ は，上海が₂₀₀₀年に【GDP₁の原

理】（通貨の価値尺度は ₁が基準値となる）の ₁を超えて fxrが GDPppと

等価のラインを超え，₂₀₁₂年GDPpp　₀.₅₈₂₆，乖離率₁₀.₈倍，北京は₂₀₀₄

年に ₁ を超え，GDPpp₀.₅₇₁₆，乖離率₁₁倍，広東は₂₀₁₂年に ₁ を超え，

GDPpp₀.₉₁₇₀，乖離率₈.₃％，この ₃地域は米国をしのぐ経済成長を達成

し，先進国の仲間入りを果たしている。

　中国は特別市を含む₃₁の行政区分（市・省・自治区）があるが，中国の

特別区や ₁部の省は，中国の代表的成長を図 ₂のとおり達成したが，内陸

部を代表する貴州省等の実体経済は，発展途上国並みの水準である。₁₉₇₈

年の貴州省のGDPppが米国に比較して₁/₅₉，₂₀₁₂年には見事にGDPpp₂.₅₁₇₇，

米国の₁/₂.₅に縮小し，国内経済格差縮小の実態を表している。

　ただし，中国の実体経済は，図 ₃の通り，変動相場制下の GDPppの格

図 1　1999年以降の中国の fxrと GDPppの前年比伸び率の推移
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₉） 神田善弘　参考資料 ₅参照。

注 ：人民元と為替の規制管理により，fxrとGDPppの格差拡大の実態を示している。
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差が収斂し，実体経済の成長度を表しているにもかかわらず，政府はドル

ペグする規制管理を現在も続け，表Ⅳ⊖ ₅ のとおり，中国平均 fxr/GDPpp

乖離率は₄.₅₈倍に拡大し，不公正な為替レート政策によって経済成長を達

成してきたことを立証している。このように乖離率が行き過ぎると為替政

策を通じて他国経済を破壊する覇権主義政策を強行する国家と見なすこと

ができる。“相場”で決まる為替市場は，「通貨の価値尺度」が不明である

ので，結果としてこのような経済破壊行為を許す“非論理的”市場となる。

「論理的な通貨の価値尺度」で通貨の「等価交換価値尺度」が明確になる理

論は平価理論以外に見当たらない。

図 3　中国，上海，北京，広東，貴州の fxr/GDPpp乖離率の推移

図 2　中国，上海，北京，広東，貴州の GDPppと fxrの推移
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⑵　中国内部格差による fxrと GDPppの乖離の実態

　WTO加盟後の中国は，人民元を fxrの規制・管理政策による人民元安政

策を実行し，貿易の拡大を図ってきた。

　中国の実体経済の総体値を表す GDPpp は，₁₉₇₃ 年，中国平均

GDPpp₂₇.₂₉₆₂，米国との経済格差₂₇倍から₂₀₁₂年₁.₂₉₅₆約₃₀％に見事に縮

小してきた。これに対し，人民元₁.₆₈₃₆から₆.₃₁₂₃元安に拡大しており，

表Ⅳ⊖ ₅ の通り，fxr/GDPpp乖離率は₇₃年₀.₀₆₁₈，の fxrが₉₃％の人民元高

から，₂₀₁₂年₄.₈₇₂₂倍，人民元安に乖離が極端に拡大しながら推移してき

た。

　その間，中国国民は，実体経済の実力に適した通貨の価値の恩恵を与え

られず，国内所得格差拡大要因となり，社会不安を引き起す原因となって

いる。それにも拘らず，中国政府は，対外的に経済成長に自信を深め，軍

事力拡大に力を注ぎ，東シナ海に領土拡大政策を強行しようとしている。

　中国は共産党 ₁党独裁体制により覇権国家を目指し，資本主義体制を崩

壊させようと考えているのであろうか。国際金融システムのルールを無視

した人民元政策の実態から上記の不安がよぎるのは筆者だけであろうか。

　実体経済に均衡した GDPppは，平価理論の公正原則に従えば，₂₀₁₂年

人民元の fxr₆.₃₁₂₃を等価の水準GDPpp₁.₂₉₅₆まで一挙に fxr₁.₂₉₅₆へ ₅倍

に人民元高に是正する必要があるが，中国の国内経済格差を考慮すると是

正に一定期間猶予を与えるしかない。

　この矛盾した fxr/GDPpp乖離の原因は，中国が為替の規制管理を一貫し

て続けていることにある。この原因を指摘できないのは，「通貨の価値尺

度」を決める方程式がなかったので，不正を指摘し，規制管理を止めさせ

ることが出来なかったのであろう。何故なら，変動相場制下では，公正原

則に従って，理論的数値で通貨の価値尺度を示すことができないことに原

因がある。言いかえれば，為替の専門家は，変動相場制理論により論理的

な通貨の価値尺度を誰も示すことができないであろう。相場では，適正

レートの算定が理論的に不可能なのである。
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　平価理論では上記のとおり，公正平価GDPppと fxrとの乖離が理論的に

決まる。平価理論を基準にして，中国政府は GDPpp₁.₂₉₅₆と等価の

fxr₁.₂₉₅₆に是正する義務と責任がある。しかしながら，中国国内格差を是

正する必要があるために，一定期間 fxrにアローアンスを与えて支援する

としても GDPppの ₂倍の fxr₂.₅₉₁₂を目途に少なくとも早期に調整すべき

である。とは言え，残念ながら，現在の為替市場は，変動相場制であるの

で，通貨の価値尺度を理論的に説明できないために，このような不公正が

まかり通るので，早期に平価制に変革する必要がある。

　₁₉₉₄年，中国平均GDPppと fxrの乖離が，表Ⅳ⊖ ₅の通り，GDPpp₁.₀₀₀₀

を超えて fxrと GDPppが均衡し収斂したが，WTO加盟の₂₀₀₁年，乖離率

₁.₉₄₅₆約 ₂ 倍，その後も拡大を続けて₂₀₁₂年には₄.₈₇₂₂約 ₅ 倍に拡大して

いる。他方，特別行政区である歴史的な商都上海が fxr₆.₃₁₂₃，

GDPpp₀.₅₈₂₆fxrとの乖離率₁₀.₈₃₅₅および首都北京は₀.₅₇₁₆，乖離率

₁₁.₀₄₂₃に乖離しており，すでに先進国と比較して₁₀倍を超える異常な格差

が存在している。なぜ，このような実体経済との乖離を世界各国は許すこ

とがでるのであろうか。その理由は，国に主権があると言えども，通貨の

理論的価値尺度がないので，不公正を指摘し，正すことができないことに

ある。

　人民元は，国際通貨として SDRのバスケットに入る資格があると胸を

張って言えようか。

　国家には主権が認められているが ,自国の利益追求は他国の利益を犯す

ゼロサムの世界であるので，グローバル経済下においては，自分勝手な政

策は許されない。このような fxrと GDPppの乖離を起こさないよう GDP

平価で「通貨の価値尺度」を決められるよう改革する必要がある。

⑶　国際通貨としての資格条件と人民元の課題

　第 1．国際通貨の資格条件は，通貨が国の信用度を表すので，不公正な

国の通貨は信用されず，国際決済に使用される比率が低くなる。人民元は，
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BISの調査による為替市場の通貨別取引高₁₀︶が表Ⅴ⊖ ₂ の通り，₀.₄％に過

ぎない。信用度の高い国の通貨は，安心して各種の決済に使用されるが，

信用できない国の通貨は，決済通貨として選ばれないので，経常収支の決

済や資本収支の決済比率に表れ，通貨別取引高が低くなる。特に資本取引

（企業進出の直接資本取引を除く）はリスクのある通貨を選択しないので，

人民元を先進国並みに開放しない限り，特殊な国交関係を除いて国際通貨

としての資格条件を満たすことができない。この資格条件を満たさない限

り，人民元などは　国際通貨となり得ないであろう。

　中国の外貨保有高は，資料Ⅱ⊖ ₂の通り米国の₃₇倍保有し，世界第 ₁位で

ある。この異常な外貨保有高は通算安による輸出拡大および為替の規制管

理を維持するために為替介入などにより外貨保有高が増加したのである。

しかしながら，国益優先主義，通貨と為替の規制管理にこだわっているた

めに，fxr/GDPpp乖離率が₄.₈倍を超え，公平・公正原則および国際ルー

ルに反する国家となっている。変動相場制下においてはこの乖離率は， ₄

通貨が₃₅％以内であるので，最大限 ₂倍以内に収めるために人民元を ₁ド

ル＝₆.₃₁₂₃元から₂.₆元に切り上げる義務と責任がある。ただし，平価理論

による公正な通貨の価値尺度は各国の GDPpp平価であるので，中国人民

₁₀） BIS調査による『外国通貨別取扱高の推移』（₁₀年 ₄ 月時点）では中国人民元
の取扱高シエア₀.₄％。

資料Ⅱ⊖ 2　2013年，四大通貨及び中国人民元の IMFの外貨資産保有高

　 SDR リザーブ
ポジション 外  貨 リザーブ

合計 乖離率 GDP Fxr　　　　　　　Fxr/GDPpp
乖離率

米国 $ ₃₅₈₃₄ ₁₉₉₆₈ ₃₀₉₀₉ ₉₅₈₆₃ ₀₁.₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀

ユーロ€ ₁₄₃₃₈₈ ₂₂₇₀₄₀ ₀₂.₃₆₈ ₀.₅₇₆₆ ₀.₇₇₈₃ ₁.₃₄₉₈

日本￥ ₁₃₀₇₁ ₉₁₈₇ ₇₈₁₁₁₉ ₂₂₁₉₆₈ ₀₂.₃₁₅ ₀.₇₂₇₇ ₀.₇₉₇₉ ₁.₀₉₆₅

英国￡ ₉₆₄₈ ₅₁₈₉ ₄₅₁₆₅ ₆₀₃₅₂ ₀₀.₃₀₀ ₀.₄₉₇₀ ₀.₆₃₀₈ ₁.₂₆₉₂

中国元 ₇₂₅₅ ₄₅₈₄ ₂₄₈₁₃₇₃ ₂₄₉₄₃₉₉ ₃₇.₈₇₃ ₁.₂₉₅₈ ₆.₃₁₂₃ ₄.₈₆₇₆

出所：IMFの IFS統計より作成。ただし，fxrと GDPppは₂₀₁₂年平均値を採用した。
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元の価値尺度は GDPpp₁.₂₉₅₈元であることを忘れてはならない。

　「通貨の価値尺度」の重要性は，人民元の fxrと GDPppの乖離率で判明

したように，通貨の価値尺度の公正・不公正が明確になり，国際ルールと

して「通貨の価値尺度」を示すことができることにある。現状では，相場

理論で変動するすべての為替レートが正しいレートとみなされるので，国

家間の通貨交渉が難航することが理解できるであろう。

　第 2は，中国が SDRに入り国際通貨のリーダーとしての信用とメリット

を享受し，世界の模範となる通貨のリーダーになるためには，通貨と為替

の規制管理を解除することによって fxr/GDPppの乖離を等価に是正するこ

とが，内部格差是正の最良の手段である。早い時期に，通貨を切り上げて

その所得を公平に配分し，国内経済格差を是正することが，内乱を防ぎ，

国民の生活を豊かにし，中国の経済・社会の安定に資することになる。

　第 3は，国と通貨の信用を確立すること，自由に人民元と交換できる国

際的に信用のある為替市場が国内に存在することが重要である。BISの調

査による為替市場の通貨別取引高が通貨の信用度の目安になり，国内に国

際的為替金融市場があるかどうかが重要な課題である。信用の無い国の通

貨はリスクが高いので，取引・決済に使用される比率が低くなり，為替市

場における人民元の比重は₀.₄％（＄₄₂.₅％，￥₉.₅％等）が，人民元の信

用度の実態を表しているので，人民元は国際通貨と云えない。

　自国の為替市場における取引通貨量が国際通貨の資格を表す。また，外

国間の決済は，外国の銀行等金融機関の信用がないと安心して送金決済を

任せることができないので，BISの調査による為替市場別取扱高₁₁︶（表

Ⅴ⊖ ₃参照）が国の信用と通貨の信用の目安になっている。ロンドン市場の

取扱高がニューヨーク市場の ₂倍を維持しているのは，国際金融市場とし

ての歴史と信用に支えられた伝統があるからである。国際金融システムは

信用を基礎条件に構築されているので，国の信用・通貨の信用に亀裂が生

₁₁） BIS・日銀による『外国為替市場取引高調査』（ ₃年に ₁度 ₄月 ₁日に行われて
いる）₂₀₁₀年調査資料より。
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じたときにリーマンショックやソブリンショックなどの金融ショックが起

こっている。香港は中国の一部であるが，政経分離の英国の政策と信用を

継承しているので，中国本土に国際的に信用できる為替・金融市場が設立

され，香港を超える取扱高になる必要がある。

　第 4は，国及び通貨のリスク回避の目安として，資料Ⅱ⊖ ₂ の IMFの外

貨準備高とスワップ協定がある。中国の外貨準備高は世界第 ₁位であるの

で問題がないが，規制管理されている人民元を信認できないことに問題が

ある。また，スワップ協定は，相互に信頼できる国家間で信用供与を行う

紳士協定であるので，国際金融システムのルールを守る責任と義務がある。

中国のように外貨準備高が世界第 ₁位であっても，政治的，経済的トラブ

ルや為替・資本移動に規制・管理がある国の通貨は，（表Ⅴ⊖ ₁ ～ ₃ 参照）

が示すようにカントリーリスクが高く，通貨の取扱い高が低いので安心し

て取引に使用できず，国際通貨としての資格に欠ける。

　日本円は，東日本大震災の最中であっても円が買われ，史上最高値

（₇₅.₇₅円）を記録したように，信用ある国際通貨は，金融・経済理論を超

えて買われるのである。

　第 5は，人民元が国際通貨として IMFのバスケットに入るためには，上

記の通り，国際通貨の資格条件を満たしていないので，クリアする義務と

責任がある。G₂₀など国際会議で，IMFの SDR₁₂︶ バスケット方式に人民元

やロシアルーブルなど BRICs通貨を加えるべきであるという主張があるが，

国際通貨として先進国並みに規制・管理を排除しない通貨や IMF₄条国通

貨或いはOECD未加盟国通貨を加えてはならない。これらの通貨は，国際

₁₂） SDR：special drawing right特別引き出し権：₁₉₆₉年に創設された国際準備資
産；IMFの財源は加盟国の出資金（クオーター）に応じて外貨準備資産が配分さ
れる。₁₉₉₉年以降，SDRの価値はドル，ユーロ，ポンド，円をバスケット方式
に基づいて決定している。₂₀₀₉年，₇月 ₂日，リーマンショックによる金融危機
に対応するために SDR建ての債券発行を決定した。最長 ₅年，金利はバスケッ
ト採用通貨の短期借入金利の加重平均による金利を適用する。国際機関や加盟国
に転売可能な債権。中国，ロシア，ブラジルが最大₇₀₀億ドルを購入する見込み。
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的信用と経済格差などの問題があり，国際通貨としての資格条件を守れな

い国の通貨である。また，通貨の価値尺度を平価理論の視点で判断すると

規制管理などにより異常な通貨安になっており，その結果，国際的優良企

業の国際競争力を脅かし，世界経済を混乱させる不公正な通貨である。仮

に，変動相場制下でこれらの通貨を SDRのバスケットに加えると国際通貨

として為替レートがさらに不公正になり一層不安定要因が増し，国際金融

システムを脅かし，世界経済の安定成長を阻害することになろう。ただし，

平価理論であれば，通貨の価値尺度が各国通貨の GDPppに統一されるの

で，すべての通貨の価値作度を fxrからGDPppに切り上げることになるが，

GDPppは安定しているので，競争原理が本格的に機能し，IMFの目的と

する世界経済は安定成長に貢献するであろう。

　また，IMF₈条国や OECD など国際機関の加盟国通貨であっても，通貨

と為替の規制管理等を行っている国の通貨は，国際通貨としての資格がな

いので国際通貨と認めてはならない。中国は，人民元の自由化，貿易決済

や資本取引の規制管理を国際標準まで撤廃し，先進国として IMF₈条を遵

守する国となり，OECDに加盟して世界経済に貢献するまでは，国際通貨

としての資格はない。

　国際金融システムは，長い歴史の中でコルレス契約により信用を積み重

ねてできたシステムであり，債権者クラブ（パリクラブ）或いは国際決済

の標準コードである SWIFTルールなど国際金融機関のルールを遵守し，義

務と責任を確実に果たせることが条件である。

　中国は，これらのルールを遵守しながらリーダーとして大きな役割を果

たすためには，人民元交換の自由化並びに資本取引の自由化を完全に実行

する必要があり，それまでは国際通貨として扱うべきではない。

　これらの国際ルールに亀裂が生じるとき，変動相場制及び国際金融シス

テムは崩壊することになり，資本主義が終焉することになろう。

　中国が，主要先進国並みに規制・管理を自由化し，国の金融・経済政策

と国際金融機関としての信用が得られることが国際通貨としての資格の前
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提条件であり，国際金融システムを支えている国際通貨の仲間入りができ

ることが必須条件であると云えるであろう。

結論：為替が安定する GDP平価理論

　平価理論の基礎条件を表す数値は GDPph以外にあるだろうか

　 ₁）平価理論は，実体経済の総体値が通貨の価値尺度となる。その結果，

金本位制や固定相場制と異なり，金融政策・経済政策によって実体経済の

総体値が変動すると同時に通貨の価値尺度が変動するので，為替制度は，

「変動平価制」となる。ただし，変動平価制は，実体経済の総体値が決まら

ない限り，通貨の価値尺度は変動しないので，相場理論のように通貨を相

場の変動で利益を得る妙味がなくなるが，通貨と為替の本質を反映して為

替は安定する。

　 ₂）平価理論は，通貨と為替の本質に準拠する理論であるので，為替市

場では通貨の「等価交換」を原則が成立する。

　 ₃）通貨は「実需原則」を基本とするのでデリバティブによる FX先物

取引などは禁止されるであろう。ただし，貿易決済や資本移動の実需取引

など実需原則の裏付けのある取引に基づく先物取引は認められよう。

　 ₄）通貨の本質は，財の価値尺度であり媒介手段であるので，金融商品

ではない。従って，金融商品先物取引市場で「空需」の FX先物取引を行

うことは通貨理論に反するだけでなく，経済を攪乱する要因となるので禁

止されることになろう。

　〝相場″による為替市場は，通貨の価値尺度理論が不在の為替取引市場で

あるので，為替市場が“ゼロサムゲームの場”となり，為替を投機要因で

オーバーシュートさせ，国際金融システムを破壊する原因となる。為替市

場を正常に戻すためには，「国際通貨の価値尺度」は，金本位制でもなく，

固定相場制でもなく，「実体経済の総体値を価値尺度」とした，GDPを基

軸にした変動平価理論による「通貨の価値尺度」となる。

　 ₅）国際統一通貨が実現すれば，「通貨の価値尺度」は統一されるので，
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表面上の問題が無くなる。ただし，ユーロ経済圏の経済格差や中国の内部

格差と同質の格差問題を解決する必要があるので，経済格差が存在する間

は，₁₅₀ヵ国前後ある国家を統一することが困難である。統一通貨は経済格

差が少なくとも ₂倍以内に縮小することが前提条件となろう。しかし，主

権国家を認め，経済格差が存在する現状では，国益が絡み，ユーロ統一通

貨と同質の問題が起こるので現状では実現が困難である。

　 ₆）国際通貨統一の前段階として，SDRのバスケット方式による「国際

通貨の価値尺度」を決めることが重要課題である。本論のⅠ項のように

「通貨の価値尺度」として GDP平価 GDPppから SDR平価 SDRppを決め

ることが実現すれば，GDPppならびに SDRpp平価の基本条件が揃うので，

各国の「国際通貨の価値尺度」SDRppが国別に決まる。GDP平価理論が

確立すれば，基軸通貨も国際統一通貨も必要としない，理論的で公正な

「国際通貨の価値尺度」が決まることになる。

　ただし，「国際通貨の資格条件」は，国と通貨の信用をベースに，競争原

理・市場原理が機能する通貨を基礎条件に，SDRのバスケットに入る通貨

を決めることが重要課題である。

　以上のように，GDPpp平価理論は，特別引き出し権の SDRを脱皮させ，

理論的に公正な「国際通貨の価値尺度」SDRppが実現するとき，SDRは，

「国際通貨の価値尺度」への第一歩として生まれ変わり，未来の「国際統一

通貨」のあり方が見えて来るであろう

　【実践なき理論は空虚であるが，理論なき実践は危険である。――読み人

知らず――】座右の銘である。理論なき相場による「通貨の価値尺度」が

グローバル経済の安定成長を攪乱し，国際金融システムを破壊し，資本主

義を滅ぼすと考えるのは筆者だけであろうか。

　統 計 表 一 覧

表Ⅰ⊖ ₁ ．₁₉₅₂－₂₀₁₂年，日米 GDP，人口，GDPphrの推移
表Ⅰ⊖ ₂ ．₁₉₅₂－₂₀₁₂年，日米 GDPpp，fxrと前年比伸び率および fxr/GDPppの乖
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離率の推移
表Ⅱ．₁₉₉₉年以降の英国のGDP，人口，GDPph，米国のGDPphおよびGDPpp，fxr

と前年比伸び率並びに fxr/GDPppの乖離率の推移
表Ⅲ⊖ ₁ - ₁ ．₁₉₉₉年以降のユーロ各国の GDPの推移
表Ⅲ⊖ ₁ - ₂ ．₁₉₉₉年以降のユーロ各国の人口の推移
表Ⅲ⊖ ₁ - ₃ ．₁₉₉₉年以降のユーロ各国の GDPphの推移
表Ⅲ⊖ ₁ - ₄ ．₁₉₉₉年以降のユーロ各国の GDPppの推移
表Ⅲ⊖ ₂ ．₁₉₉₉年以降のユーロ圏全体の GDP，人口，GDPph，米国の GDPph，およ

び GDPppの推移
表Ⅲ⊖ ₃ ．₂₀₁₂年統一通貨ユーロの₃グループ別GDP，人口，GDPph，GDPpp，fxr/

GDPppの乖離の実態
表Ⅵ⊖ ₁ ．₁₉₇₈－₂₀₁₂年，米国中国の GDP・人口・GDPphの推移および GDPppの

前年比伸び率の推移：修道商学₅₄巻 ₂ 号の表Ⅱ⊖ ₁ 参照
表Ⅵ⊖ ₂ ．₁₉₇₈－₂₀₁₂年，米国中国の GDPgap・GDPpp・fxrの推移および fxr/

GDPpp乖離の推移：修道商学₅₄巻 ₂ 号の表Ⅱ⊖ ₂ 参照
表Ⅵ⊖ ₃ ．₁₉₇₈－₂₀₁₂年，中国・上海・貴州・北京・広東の GDP・人口・GDPph・

GDPgap・および対米国の GDPpp，fxr/GDPpp乖離率並びに貴州省/上海
GDPph格差の推移は，修道商学₅₄巻 ₂ 号の表Ⅱ⊖ ₃ 参照

表Ⅵ⊖ ₄ ．₁₉₇₈－₂₀₁₂年，中国・上海・貴州・北京・広東の GDPppと元/＄fxrの推
移

表Ⅵ⊖ ₅ ．₁₉₇₈－₂₀₁₂年，中国・上海・貴州・北京・広東の fxr/GDPpp乖離率の推
移

表Ⅴ⊖ ₁ ．主要国のカントリーリスク（信用度）の推移
表Ⅴ⊖ ₂ ．BIS調査による外国通貨別取扱高の推移（₁₀年 ₄ 月時点）
表Ⅴ⊖ ₃ ．世界の主要外国為替市場の ₁日平均取扱高の推移
資料Ⅰ⊖ ₁ ．SDRのバスケット方式による主要 ₄ヵ国の SDRの価値尺度（文中に掲

載）
資料Ⅰ⊖ ₂ ．GDP平価理論による SDR平価の価値尺度（文中に掲載）
資料Ⅱ⊖ ₁ ．₂₀₁₂年統一通貨ユーロのグループ（G）別GDP，人口，GDPph，GDPpp，

fxrの実態
資料Ⅱ⊖ ₂ ．₂₀₁₃年，四大通貨及び中国人民元の IMFの外貨資産保高（文中に掲載）
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金融』₁₂₄₅号　財団法人外国為替貿易研究会，₂₀₁₃年 ₂ 月 ₁ 日発行

 ₅. 神田善弘「GDPから中国人民元平価とその問題点を分析する」『 国際金融 』
₁₁₆₇号　財団法人外国為替貿易研究会，₂₀₀₆年 ₈ 月 ₁ 日。

 ₆. 神田善弘「第 ₅章　中国人民元の適正レートに関する ppp・GDP平価からの一
考察」『中国経済の持続的発展』広島修道大学東アジア経済研究会編著，広島修
道大学研究叢書　第₁₃₂号，広島修道大学総合研究所，₂₀₀₅年 ₈ 月₁₀日発行。

 ₇. 神田善弘「GDP平価理論および BRICsの為替相場の分析」『修道商学』第₅₁巻
第 ₁号，₂₀₁₀年 ₉ 月

 ₈. 神田善弘「通貨の価値尺度の検証―SDRはミクロの相場理論からマクロの平価
理論に立脚せよ―」『修道商学』　第₅₂巻第 ₁号，₂₀₁₁年 ₉ 月。

 ₉. 神田善弘「平価理論による通貨の対外価値尺度GDPpp，pppとSDRレート」『修
道商学』第₅₃巻第 ₂号₂₀₁₃年 ₂ 月。

₁₀. 神田善弘「相場理論と平価理論による通貨の価値尺度と国際通貨の条件」『修道
商学』第₅₄巻第 ₂号，₂₀₁₄年 ₂ 月。

₁₁. 神田善弘「通貨の価値尺度」がない“相場理論”が資本主義を危機にさらす」
『修道商学』第₅₅巻 ₂ 号，広島修道大学，₂₀₁₅年 ₂ 月末発行予定

₁₂. 『中国統計年鑑』₂₀₁₃年版，中国人民共和国国家統計局編，中国等系出版社発行
₁₃. 『中小企業実態基本調査』経済産業省中小企業庁　事業環境部調査室，平成₁₅年
発行。調査は₁₅年度で廃止。

₁₄. 『第 ₆回商業実態基本調査報告書』
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表Ⅰ⊖ 1　1952−2012年，日米の GDP，人口，各種 GDPphの推移

日本 GDP 日本
人口

米国
GDP

米国
人口

米国の
GDPph

日本の
GDPph

（￥/$）
GDPph 

（￥/GDPpp）
GDPph 

₀.₈₃₅₉ ₂₈₄₈ ₁.₅₂₂₇ ₁₉₅₀ ₁₈₇₀ ₁₈₇₀
₀.₈₄₉₆ ₃₂₈₇ ₁.₅₄₈₈ ₁₉₅₁ ₂₁₂₂ ₂₁₂₂

62170 0.8625 3457 1.5755 1952 2194 721 200 2194
₇₀₁₆₀ ₀.₈₇₄₅ ₃₆₄₆ ₁.₆₀₁₈ ₁₉₅₃ ₂₂₇₆ ₈₀₂ ₂₂₃ ₂₂₇₆
₇₇₉₇₀ ₀.₈₈₇₆ ₃₆₄₅ ₁.₆₃₀₃ ₁₉₅₄ ₂₂₃₆ ₈₇₈ ₂₄₄ ₂₂₃₆
₈₅₉₆₀ ₀.₈₉₈₂ ₃₉₇₃ ₁.₆₅₉₃ ₁₉₅₅ ₂₃₉₄ ₉₅₇ ₂₆₆ ₂₃₉₄
₈₇₀₆₀ ₀.₉₀₇₆ ₄₁₈₅ ₁.₆₈₉₀ ₁₉₅₆ ₂₄₇₈ ₉₅₉ ₂₆₆ ₂₄₇₈
₁₁₀₇₄₀ ₀.₉₁₅₆ ₄₄₀₅ ₁.₇₁₉₈ ₁₉₅₇ ₂₅₆₁ ₁₂₀₉ ₃₃₆ ₂₅₆₁
₁₁₅₈₁₀ ₀.₉₂₃₆ ₄₄₆₆ ₁.₇₄₈₈ ₁₉₅₈ ₂₅₅₄ ₁₂₅₄ ₃₄₈ ₂₅₅₄
₁₂₉₃₃₀ ₀.₉₃₂₉ ₄₈₄₀ ₁.₇₇₈₃ ₁₉₅₉ ₂₇₂₂ ₁₃₈₆ ₃₈₅ ₂₇₂₂
₁₅₅₀₄₀ ₀.₉₄₁₀ ₅₀₃₅ ₁.₈₀₆₈ ₁₉₆₀ ₂₇₈₇ ₁₆₄₈ ₄₅₈ ₂₇₈₇
₁₉₁₆₁₀ ₀.₉₄₉₅ ₅₂₀₂ ₁.₈₃₆₉ ₁₉₆₁ ₂₈₃₂ ₂₀₁₈ ₅₆₁ ₂₈₃₂
₂₁₂₅₂₀ ₀.₉₅₈₃ ₅₆₀₂ ₁.₈₆₅₄ ₁₉₆₂ ₃₀₀₃ ₂₂₁₈ ₆₁₆ ₃₀₀₃
₂₄₅₄₁₀ ₀.₉₆₈₁ ₅₉₁₁ ₁.₈₉₂₄ ₁₉₆₃ ₃₁₂₄ ₂₅₃₅ ₇₀₄ ₃₁₂₄
₂₉₀₁₄₀ ₀.₉₇₈₃ ₆₃₁₄ ₁.₉₁₈₉ ₁₉₆₄ ₃₂₉₀ ₂₉₆₆ ₈₂₄ ₃₂₉₀
₃₂₁₆₃₀ ₀.₉₈₈₈ ₆₈₃₄ ₁.₉₄₃₀ ₁₉₆₅ ₃₅₁₇ ₃₂₅₃ ₉₀₄ ₃₅₁₇
₃₇₄₆₃₀ ₀.₉₉₇₉ ₇₄₈₈ ₁.₉₆₅₆ ₁₉₆₆ ₃₈₁₀ ₃₇₅₄ ₁₀₄₃ ₃₈₁₀
441790 1.0830 7918 1.9871 1967 3985 4079 1133 3985
₅₂₇₅₃₀ ₁.₀₁₉₆ ₈₆₃₇ ₂.₀₀₇₁ ₁₉₆₈ ₄₃₀₃ ₅₁₇₄ ₁₄₃₇ ₄₃₀₃
₆₁₇₇₉₀ ₁.₀₃₁₇ ₉₃₁₁ ₂.₀₂₆₈ ₁₉₆₉ ₄₅₉₄ ₅₉₈₈ ₁₆₆₃ ₄₅₉₄
₇₃₆₅₉₀ ₁.₀₄₃₄ ₉₇₇₈ ₂.₀₄₈₈ ₁₉₇₀ ₄₇₇₃ ₇₀₆₀ ₁₉₆₁ ₄₇₇₃
₈₁₀₂₄₀ ₁.₀₅₆₉ ₁₁₂₈₆ ₂.₀₇₀₅ ₁₉₇₁ ₅₄₅₁ ₇₆₆₆ ₂₁₉₁ ₅₄₅₁
₉₂₃₉₄₀ ₁.₀₇₁₈ ₁₂₄₀₄ ₂.₀₈₈₅ ₁₉₇₂ ₅₉₃₉ ₈₆₂₀ ₂₈₄₄ ₅₉₃₉
1124980 1.0870 13855 2.1041 1973 6585 10349 3809 6585
₁₃₄₂₄₄₀ ₁.₁₀₁₆ ₁₅₀₁₀ ₂.₁₃₈₅ ₁₉₇₄ ₇₀₁₉ ₁₂₁₈₆ ₄₁₇₂ ₇₀₁₉
₁₄₈₃₂₇₀ ₁.₁₁₅₇ ₁₆₃₅₂ ₂.₁₅₉₇ ₁₉₇₅ ₇₅₇₁ ₁₃₂₉₅ ₄₄₇₉ ₇₅₇₁
₁₆₆₇₅₃₀ ₁.₁₂₇₇ ₁₈₂₃₉ ₂.₁₈₀₄ ₁₉₇₆ ₈₃₆₅ ₁₄₇₈₇ ₄₉₈₆ ₈₃₆₅
₁₈₅₆₂₂₀ ₁.₁₃₈₆ ₂₀₃₁₄ ₂.₂₀₂₄ ₁₉₇₇ ₉₂₂₄ ₁₆₃₀₃ ₆₀₇₂ ₉₂₂₄
₂₀₄₄₀₄₀ ₁.₁₄₉₀ ₂₂₉₅₉ ₂.₂₂₅₉ ₁₉₇₈ ₁₀₃₁₄ ₁₇₇₉₀ ₈₄₅₄ ₁₀₃₁₄
₂₂₁₅₄₇₀ ₁.₁₅₈₇ ₂₅₆₆₄ ₂.₂₅₀₆ ₁₉₇₉ ₁₁₄₀₃ ₁₉₁₂₀ ₈₇₂₅ ₁₁₄₀₃
₂₄₃₂₃₅₀ ₁.₁₆₈₁ ₂₇₉₅₆ ₂.₂₇₇₆ ₁₉₈₀ ₁₂₂₇₄ ₂₀₈₂₃ ₉₁₈₄ ₁₂₂₇₄
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₂₆₁₀₂₈₀ ₁.₁₇₆₆ ₃₁₃₁₃ ₂.₂₉₉₄ ₁₉₈₁ ₁₃₆₁₈ ₂₂₁₈₅ ₁₀₀₅₉ ₁₃₆₁₈
₂₇₄₀₅₀₀ ₁.₁₈₄₈ ₃₂₅₉₂ ₂.₃₂₁₇ ₁₉₈₂ ₁₄₀₃₈ ₂₃₁₃₀ ₉₂₈₆ ₁₄₀₃₈
₂₈₅₅₇₉₀ ₁.₁₉₃₁ ₃₅₃₄₉ ₂.₃₄₃₀ ₁₉₈₃ ₁₅₀₈₇ ₂₃₉₃₆ ₁₀₀₇₈ ₁₅₀₈₇
₃₀₄₈₅₉₀ ₁.₂₀₀₈ ₃₉₃₂₇ ₂.₃₆₃₇ ₁₉₈₄ ₁₆₆₃₈ ₂₅₃₈₈ ₁₀₆₈₉ ₁₆₆₃₈
3257920 1.2084 42130 2.3849 1985 17665 26961 11302 17665
₃₄₀₉₄₈₀ ₁.₂₁₄₉ ₄₄₅₂₉ ₂.₄₀₆₈ ₁₉₈₆ ₁₈₅₀₁ ₂₈₀₆₄ ₁₆₆₅₃ ₁₈₅₀₁
₃₅₅₈₃₇₀ ₁.₂₂₀₉ ₄₇₄₂₅ ₂.₄₂₈₄ ₁₉₈₇ ₁₉₅₂₉ ₂₉₁₄₅ ₂₀₁₅₀ ₁₉₅₂₉
₃₈₁₅₇₉₀ ₁.₂₂₅₈ ₅₁₀₈₃ ₂.₄₅₀₆ ₁₉₈₈ ₂₀₈₄₅ ₃₁₁₂₉ ₂₄₂₉₁ ₂₀₈₄₅
₄₀₉₆₀₂₀ ₁.₂₃₀₇ ₅₄₈₉₁ ₂.₄₇₃₄ ₁₉₈₉ ₂₂₁₉₃ ₃₃₂₈₂ ₂₄₁₂₄ ₂₂₁₉₃
₄₄₁₉₁₅₀ ₁.₂₃₄₈ ₅₈₀₃₂ ₂.₄₉₉₅ ₁₉₉₀ ₂₃₂₁₇ ₃₅₇₈₈ ₂₄₇₁₇ ₂₃₂₁₇
₄₆₉₂₃₀₀ ₁.₂₃₉₇ ₅₉₈₆₂ ₂.₅₈₄₀ ₁₉₉₁ ₂₃₁₆₆ ₃₇₈₅₀ ₂₈₀₉₈ ₂₃₁₆₆
₄₈₁₅₈₂₀ ₁.₂₄₃₇ ₆₃₁₈₉ ₂.₆₁₁₉ ₁₉₉₂ ₂₄₁₉₃ ₃₈₇₂₂ ₃₀₅₇₄ ₂₄₁₉₃
₄₈₆₅₁₉₀ ₁.₂₄₇₅ ₆₆₄₂₃ ₂.₆₄₀₇ ₁₉₉₃ ₂₅₁₅₄ ₃₉₀₀₀ ₃₅₀₇₂ ₂₅₁₅₄
₄₉₁₈₃₅₀ ₁.₂₅₁₂ ₇₀₅₄₃ ₂.₆₆₉₉ ₁₉₉₄ ₂₆₄₂₂ ₃₉₃₀₉ ₃₈₄₅₉ ₂₆₄₂₂
4977390 1.2547 74005 2.6995 1995 27414 39670 42175 27414
₅₁₀₈₀₂₀ ₁.₂₅₈₂ ₇₈₁₃₂ ₂.₇₂₉₂ ₁₉₉₆ ₂₈₆₂₈ ₄₀₅₉₈ ₃₇₃₂₁ ₂₈₆₂₈
₅₂₁₈₆₂₀ ₁.₂₆₁₅ ₈₃₀₀₈ ₂.₇₅₉₃ ₁₉₉₇ ₃₀₀₈₃ ₄₁₃₆₈ ₃₄₁₉₂ ₃₀₀₈₃
5049050 1.2629 87935 2.8108 1998 31285 39980 30540 31285
4796290 1.2650 93535 2.8453 1999 32874 37915 33285 32874
₅₀₉₈₆₀₀ ₁.₂₅₇₂ ₉₉₅₁₅ ₂.₈₂₅₀ ₂₀₀₀ ₃₅₂₂₇ ₄₀₅₅₅ ₃₇₆₃₁ ₃₅₂₂₇
₅₀₅₅₄₃₀ ₁.₂₅₈₉ ₁₀₂₈₆₂ ₂.₈₇₅₃ ₂₀₀₁ ₃₅₇₇₄ ₄₀₁₅₈ ₃₃₀₄₃ ₃₅₇₇₄
₄₉₉₁₄₇₀ ₁.₂₆₀₅ ₁₀₆₄₂₃ ₂.₉₀₂₇ ₂₀₀₂ ₃₆₆₆₃ ₃₉₅₉₉ ₃₁₅₈₁ ₃₆₆₆₃
₄₉₈₈₅₅₀ ₁.₂₆₁₈ ₁₁₁₄₂₂ ₂.₉₂₈₈ ₂₀₀₃ ₃₈₀₄₄ ₃₉₅₃₅ ₃₄₁₀₃ ₃₈₀₄₄
₅₀₃₇₂₅₀ ₁.₂₆₃₀ ₁₁₈₅₃₃ ₂.₉₅₄₉ ₂₀₀₄ ₄₀₁₁₄ ₃₉₈₈₃ ₃₆₈₆₄ ₄₀₁₁₄
₅₀₃₉₀₃₀ ₁.₂₇₅₀ ₁₂₆₂₃₀ ₂.₉₈₁₇ ₂₀₀₅ ₄₂₃₃₅ ₃₉₅₂₂ ₃₅₈₅₇ ₄₂₃₃₅
₅₀₆₆₈₇₀ ₁.₂₇₄₅ ₁₃₃₇₇₂ ₃.₀₀₉₄ ₂₀₀₆ ₄₄₄₅₁ ₃₉₇₅₆ ₃₄₁₈₄ ₄₄₄₅₁
₅₁₂₉₇₅₀ ₁.₂₇₄₀ ₁₄₀₂₈₇ ₃.₀₈₇₉ ₂₀₀₇ ₄₅₄₃₁ ₄₀₂₆₅ ₃₄₁₉₅ ₄₅₄₃₁
₅₀₁₂₀₉₀ ₁.₂₇₂₉ ₁₄₂₉₁₆ ₃.₀₆₆₆ ₂₀₀₈ ₄₆₆₀₄ ₃₉₃₇₅ ₃₈₀₉₅ ₄₆₆₀₄
₄₇₁₁₃₉₀ ₁.₂₇₃₅ ₁₃₉₇₃₇ ₃.₀₉₄₉ ₂₀₀₉ ₄₅₁₅₁ ₃₆₉₉₆ ₃₉₅₃₈ ₄₅₁₅₁
₄₈₂₃₈₄₀ ₁.₂₇₃₅ ₁₄₄₉₈₉ ₃.₁₂₂₅ ₂₀₁₀ ₄₆₄₃₄ ₃₇₈₇₉ ₄₃₁₅₂ ₄₆₄₃₄
₄₇₀₆₂₃₀ ₁.₂₇₃₂ ₁₅₀₇₅₇ ₃.₁₄₉₁ ₂₀₁₁ ₄₇₈₇₃ ₃₆₉₆₄ ₄₆₃₁₆ ₄₇₈₇₃
4758680 1.2725 156848 3.1751 2012 49399 37396 46868 49399

出所：①原統計は IMFの IFS統計₁₉₇₉年，₂₀₀₂（₁₉₇₃－₂₀₀₀年）および₂₀₁₃
 （₂₀₀₁－₂₀₁₂年）Yearbookより作成した。
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fxr ¥/$fxr GDPpp 
GDP-
gap

fxr/
GDPpp

米国
GDPpp₁

前年比
fxr

前年比
GDPpp

₁₉₅₀ ₃.₆₁₀₀ ₀.₂₇₇₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀
₁₉₅₁ ₃.₆₁₀₀ ₀.₂₇₇₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀
1952 3.6110 0.2769 3.0441 0.3285 1.1862 1.0000 1.0000 1.0000
₁₉₅₃ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₂.₈₃₇₁ ₀.₃₅₂₅ ₁.₂₆₈₉ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₉₇₀ ₀.₉₃₂₀
₁₉₅₄ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₂.₅₄₅₂ ₀.₃₉₂₉ ₁.₄₁₄₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₉₇₁
₁₉₅₅ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₂.₅₀₁₉ ₀.₃₉₉₇ ₁.₄₃₈₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₈₃₀
₁₉₅₆ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₂.₅₈₃₁ ₀.₃₈₇₁ ₁.₃₉₃₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₃₂₅
₁₉₅₇ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₂.₁₁₇₇ ₀.₄₇₂₂ ₁.₆₉₉₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₁₉₈
₁₉₅₈ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₂.₀₃₆₇ ₀.₄₉₁₀ ₁.₇₆₇₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₆₁₇
₁₉₅₉ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₁.₉₆₃₃ ₀.₅₀₉₄ ₁.₈₃₃₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₆₄₀
₁₉₆₀ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₁.₆₉₁₄ ₀.₅₉₁₂ ₂.₁₂₈₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₆₁₅
₁₉₆₁ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₁.₄₀₃₃ ₀.₇₁₂₆ ₂.₅₆₅₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₂₉₇
₁₉₆₂ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₁.₃₅₄₂ ₀.₇₃₈₅ ₂.₆₅₈₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₆₅₀
₁₉₆₃ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₁.₂₃₂₂ ₀.₈₁₁₆ ₂.₉₂₁₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₀₉₉
₁₉₆₄ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₁.₁₀₉₅ ₀.₉₀₁₃ ₃.₂₄₄₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₀₀₄
₁₉₆₅ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₁.₀₈₁₃ ₀.₉₂₄₈ ₃.₃₂₉₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₇₄₆
₁₉₆₆ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₁.₀₁₄₇ ₀.₉₈₅₅ ₃.₅₄₇₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₃₈₄
1967 3.6000 0.2778 0.9768 1.0237 3.5165 1.0000 1.0000 1.0388
₁₉₆₈ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₀.₈₃₁₇ ₁.₂₀₂₃ ₂.₉₉₄₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₇₄₄
₁₉₆₉ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₀.₇₆₇₂ ₁.₃₀₃₅ ₂.₇₆₁₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₈₄₁
₁₉₇₀ ₃.₆₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₀.₆₇₆₀ ₁.₄₇₉₂ ₂.₄₃₃₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₃₄₈
₁₉₇₁ ₃.₄₉₈₃ ₀.₂₈₅₉ ₀.₇₁₁₀ ₁.₄₀₆₄ ₂.₄₈₇₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₇₁₈ ₀.₉₅₀₈
₁₉₇₂ ₃.₀₃₁₁ ₀.₃₂₉₉ ₀.₆₈₉₀ ₁.₄₅₁₅ ₂.₀₈₈₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₆₆₄ ₁.₀₃₂₀
1973 2.7170 0.3681 0.6362 1.5717 1.7287 1.0000 1.0000 1.0000
₁₉₇₄ ₂.₉₂₀₈ ₀.₃₄₂₄ ₀.₅₇₆₀ ₁.₇₃₆₂ ₁.₆₈₂₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₇₅₀ ₁.₁₀₄₆
₁₉₇₅ ₂.₉₆₇₉ ₀.₃₃₆₉ ₀.₅₆₉₅ ₁.₇₅₅₉ ₁.₆₉₀₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₁₆₁ ₁.₀₁₁₃
₁₉₇₆ ₂.₉₆₅₅ ₀.₃₃₇₂ ₀.₅₆₅₇ ₁.₇₆₇₇ ₁.₆₇₇₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₉₉₂ ₁.₀₀₆₇
₁₉₇₇ ₂.₆₈₅₁ ₀.₃₇₂₄ ₀.₅₆₅₈ ₁.₇₆₇₅ ₁.₅₁₉₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₀₅₄ ₀.₉₉₉₉
₁₉₇₈ ₂.₁₀₄₄ ₀.₄₇₅₂ ₀.₅₇₉₈ ₁.₇₂₄₇ ₁.₂₂₀₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₈₃₇ ₀.₉₇₅₈
₁₉₇₉ ₂.₁₉₁₄ ₀.₄₅₆₃ ₀.₅₉₆₄ ₁.₆₇₆₈ ₁.₃₀₆₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₄₁₃ ₀.₉₇₂₂
₁₉₈₀ ₂.₂₆₇₄ ₀.₄₄₁₀ ₀.₅₈₉₅ ₁.₆₉₆₅ ₁.₃₃₆₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₃₄₇ ₁.₀₁₁₈
₁₉₈₁ ₂.₂₀₅₄ ₀.₄₅₃₄ ₀.₆₁₃₈ ₁.₆₂₉₁ ₁.₃₅₃₈ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₇₂₇ ₀.₉₆₀₃
₁₉₈₂ ₂.₄₉₀₈ ₀.₄₀₁₅ ₀.₆₀₆₉ ₁.₆₄₇₇ ₁.₅₁₁₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₂₉₄ ₁.₀₁₁₄
₁₉₈₃ ₂.₃₇₅₁ ₀.₄₂₁₀ ₀.₆₃₀₃ ₁.₅₈₆₅ ₁.₄₉₇₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₅₃₅ ₀.₉₆₂₉
₁₉₈₄ ₂.₃₇₅₂ ₀.₄₂₁₀ ₀.₆₅₅₃ ₁.₅₂₅₉ ₁.₅₅₆₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₆₁₈
1985 2.3854 0.4192 0.6552 1.5262 1.5630 1.0000 1.0043 1.0002
₁₉₈₆ ₁.₆₈₅₂ ₀.₅₉₃₄ ₀.₆₅₉₃ ₁.₅₁₆₉ ₁.₁₁₁₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₀₆₅ ₀.₉₉₃₉

　　　　　　　　　　　 表Ⅰ⊖ 2　1952−2012年日本の fxr，GDPpp，GDPgap　　　　　　　　　　　　　　　　 と前年比伸び率および fxr/GDPppの乖離率の推移
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₁₉₈₇ ₁.₄₄₆₄ ₀.₆₉₁₄ ₀.₆₇₀₁ ₁.₄₉₂₄ ₀.₉₆₉₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₅₈₃ ₀.₉₈₃₉
₁₉₈₈ ₁.₂₈₁₅ ₀.₇₈₀₃ ₀.₆₆₉₆ ₁.₄₉₃₃ ₀.₈₅₈₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₈₆₀ ₁.₀₀₀₆
₁₉₈₉ ₁.₃₇₉₆ ₀.₇₂₄₈ ₀.₆₆₆₈ ₁.₄₉₉₇ ₀.₉₁₉₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₇₆₆ ₁.₀₀₄₃
₁₉₉₀ ₁.₄₄₇₉ ₀.₆₉₀₇ ₀.₆₄₈₇ ₁.₅₄₁₄ ₀.₉₃₉₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₄₉₅ ₁.₀₂₇₈
₁₉₉₁ ₁.₃₄₇₁ ₀.₇₄₂₃ ₀.₆₁₂₁ ₁.₆₃₃₈ ₀.₈₂₄₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₃₀₄ ₁.₀₅₉₉
₁₉₉₂ ₁.₂₆₆₅ ₀.₇₈₉₆ ₀.₆₂₄₈ ₁.₆₀₀₆ ₀.₇₉₁₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₄₀₂ ₀.₉₇₉₆
₁₉₉₃ ₁.₁₁₂₀ ₀.₈₉₉₃ ₀.₆₄₅₀ ₁.₅₅₀₅ ₀.₇₁₇₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₇₈₀ ₀.₉₆₈₇
₁₉₉₄ ₁.₀₂₂₁ ₀.₉₇₈₄ ₀.₆₇₂₂ ₁.₄₈₇₈ ₀.₆₈₇₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₁₉₂ ₀.₉₅₉₆
₁₉₉₅ ₀.₉₄₀₆ ₁.₀₆₃₂ ₀.₆₉₁₁ ₁.₄₄₇₁ ₀.₆₅₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₂₀₃ ₀.₉₇₂₆
₁₉₉₆ ₁.₀₈₇₈ ₀.₉₁₉₃ ₀.₇₀₅₂ ₁.₄₁₈₁ ₀.₇₆₇₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₅₆₅ ₀.₉₈₀₀
₁₉₉₇ ₁.₂₀₉₉ ₀.₈₂₆₅ ₀.₇₂₇₂ ₁.₃₇₅₁ ₀.₈₇₉₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₁₂₂ ₀.₉₆₉₇
1998 1.3091 0.7639 0.7825 1.2779 1.0244 1.0000 1.0820 0.9293
1999 1.1391 0.8779 0.8670 1.1534 0.9876 1.0000 0.8701 0.9025
₂₀₀₀ ₁.₀₇₇₇ ₀.₉₂₇₉ ₀.₈₆₈₆ ₁.₁₅₁₃ ₀.₉₃₆₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₄₆₁ ₀.₉₉₈₂
₂₀₀₁ ₁.₂₁₅₃ ₀.₈₂₂₈ ₀.₈₉₀₉ ₁.₁₂₂₅ ₁.₀₈₂₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₂₇₇ ₀.₉₇₅₀
₂₀₀₂ ₁.₂₅₃₉ ₀.₇₉₇₅ ₀.₉₂₅₉ ₁.₀₈₀₁ ₁.₁₆₀₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₃₁₈ ₀.₉₆₂₂
₂₀₀₃ ₁.₁₅₉₃ ₀.₈₆₂₆ ₀.₉₆₂₃ ₁.₀₃₉₂ ₁.₁₁₅₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₂₄₆ ₀.₉₆₂₂
₂₀₀₄ ₁.₀₈₁₉ ₀.₉₂₄₃ ₁.₀₀₅₈ ₀.₉₉₄₂ ₁.₀₈₈₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₃₃₂ ₀.₉₅₆₇
₂₀₀₅ ₁.₁₀₂₂ ₀.₉₀₇₃ ₁.₀₇₁₂ ₀.₉₃₃₆ ₁.₁₈₀₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₁₈₈ ₀.₉₃₉₀
₂₀₀₆ ₁.₁₆₃₀ ₀.₈₅₉₈ ₁.₁₁₈₁ ₀.₈₉₄₄ ₁.₃₀₀₄ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₅₅₂ ₀.₉₅₈₀
₂₀₀₇ ₁.₁₇₇₅ ₀.₈₄₉₃ ₁.₁₂₈₃ ₀.₈₈₆₃ ₁.₃₂₈₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₁₂₅ ₀.₉₉₁₀
₂₀₀₈ ₁.₀₃₃₆ ₀.₉₆₇₅ ₁.₁₈₃₆ ₀.₈₄₄₉ ₁.₂₂₃₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₇₇₈ ₀.₉₅₃₃
₂₀₀₉ ₀.₉₃₅₇ ₁.₀₆₈₇ ₁.₂₂₀₄ ₀.₈₁₉₄ ₁.₁₄₂₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₀₅₃ ₀.₉₆₉₈
₂₀₁₀ ₀.₈₇₇₈ ₁.₁₃₉₂ ₁.₂₂₅₉ ₀.₈₁₅₈ ₁.₀₇₆₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₃₈₁ ₀.₉₉₅₆
₂₀₁₁ ₀.₇₉₈₁ ₁.₂₅₃₀ ₁.₂₉₅₁ ₀.₇₇₂₁ ₁.₀₃₃₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₀₉₂ ₀.₉₄₆₅
2012 0.7979 1.2533 1.3210 0.7570 1.0540 1.0000 0.9998 0.9804

₇₃⊖₈₅年平均乖離率 ₁.₅₁₁₀ ₀.₉₉₃₅ ₀.₉₉₈₄
₈₆⊖₉₇年平均乖離率 ₀.₈₄₂₉ ₀.₉₅₂₈ ₀.₉₉₁₇
₉₈⊖₀₅年平均乖離率 ₁.₀₇₂₀ ₀.₉₉₁₈ ₀.₉₅₃₁
₀₆⊖₁₂年平均乖離率 ₁.₁₆₅₄ ₀.₉₅₆₈ ₀.₉₇₀₇
₇₃⊖₁₂年平均乖離率 ₁,₁₆₂₃ ₀.₉₈₄₉ ₀.₉₆₃₆

注：₆₇年以降日本は GDPgap≒ GDPpp＝ ₁，GDPgapを GDPppと読みかえる。
　　①GDPPppは，₁₉₇₃年以降の前年比GDPpp平均乖離率は：₁₅％以上の乖離は₀/₄₀，

₅–₁₅％；₂₄/₄₀， ₅ ％以下が₁₆/₄₀で安定している。
　　②相場理論の FXRは，₁₉₇₃年以降の前年比 fxrの平均乖離率はプラザ合意後円高

に入り₁₅％以上の変動は₃/₄₀，₅–₁₅％；₂₄/₄₀， ₅ ％以下が₁₃/₄₀
　　③合意後からユーロ発足まで₁₅–₃₅％の本格的円高に入りユーロ発足後はリーマン

ショック前後を除き ₁桁の乖離で比較的安定して推移している。
　　④₂₀₁₂年の fxrは会計年度の平均値を採用した。
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　　　　　　　　　表Ⅱ　1999年以降の英・米 GDP，人口，GDPph，GDPpp，　　　　　　　　　　　　　　　　 fxrおよび fxr/GDPppの乖離率の推移

暦年 英国
GDP

前年
比率 人口 前年

比率
英国

GDPph
前年
比率

米国
GDPph 暦年 英国

GDPpp £/＄fxr $/￡fxr £/＄
GDPpp

£fxr/
GDPpp
乖離率

前年比
￡/＄fxr

前年比
GDPpp

₁₉₉₉ ₈₉₁₀ ₁.₀₀ ₀.₅₈₄₉ ₁.₀₀ ₁₅₂₃₃ ₁.₀₀ ₃₂₈₇₄ ₁₉₉₉ ₀.₄₆₃₄ ₀.₆₁₈ ₁.₆₁₈₁ ₀.₄₆₃₄ ₁.₃₃₃₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀

₂₀₀₀ ₉₇₆₂.₈ ₁.₁₀ ₀.₅₈₈₇ ₁.₀₁ ₁₆₅₈₄ ₁.₀₉ ₃₅₂₂₇ ₂₀₀₀ ₀.₄₇₀₈ ₀.₆₅₉₆ ₁.₅₁₆₁ ₀.₄₇₀₈ ₁.₄₀₁₁ ₁.₀₆₇₃ ₁.₀₁₅₉

₂₀₀₁ ₁₀₂₁₆.₃ ₁.₀₅ ₀.₅₉₁ ₁.₀₀ ₁₇₂₈₆ ₁.₀₄ ₃₆₀₂₂ ₂₀₀₁ ₀.₄₇₉₉ ₀.₆₉₄₄ ₁.₄₄₀₁ ₀.₄₇₉₉ ₁.₄₄₇₀ ₁.₀₅₂₈ ₁.₀₁₉₄

₂₀₀₂ ₁₀₈₁₄.₇ ₁.₀₆ ₀.₅₉₄₃ ₁.₀₁ ₁₈₁₉₇ ₁.₀₅ ₃₈₀₆₄ ₂₀₀₂ ₀.₄₇₈₁ ₀.₆₆₆₁ ₁.₅₀₁₃ ₀.₄₇₈₁ ₁.₃₉₃₃ ₀.₉₅₉₂ ₀.₉₉₆₂

₂₀₀₃ ₁₁₄₈₅.₂ ₁.₀₆ ₀.₅₉₆₇ ₁.₀₀ ₁₉₂₄₈ ₁.₀₆ ₃₉₅₂₂ ₂₀₀₃ ₀.₄₈₇₀ ₀.₆₁₁₈ ₁.₆₃₄₅ ₀.₄₈₇ ₁.₂₅₆₂ ₀.₉₁₈₅ ₁.₀₁₈₇

₂₀₀₄ ₁₂₁₂₉.₇ ₁.₀₆ ₀.₅₉₉₈ ₁.₀₁ ₂₀₂₂₃ ₁.₀₅ ₄₁₇₅₀ ₂₀₀₄ ₀.₄₈₄₄ ₀.₅₄₅₉ ₁.₈₃₁₈ ₀.₄₈₄₄ ₁.₁₂₇₀ ₀.₈₉₂₃ ₀.₉₉₄₆

₂₀₀₅ ₁₂₇₆₇.₄ ₁.₀₅ ₀.₆₀₂₉ ₁.₀₁ ₂₁₁₇₇ ₁.₀₅ ₄₃₂₅₆ ₂₀₀₅ ₀.₄₈₉₆ ₀.₅₄₉₃ ₁.₈₂₀₅ ₀.₄₈₉₆ ₁.₁₂₂₀ ₁.₀₀₆₂ ₁.₀₁₀₇

₂₀₀₆ ₁₃₄₉₄.₈ ₁.₀₆ ₀.₆₀₆₂ ₁.₀₁ ₂₂₂₆₁ ₁.₀₅ ₄₅₃₃₂ ₂₀₀₆ ₀.₄₉₁₁ ₀.₅₄₂₇ ₁.₈₄₂₆ ₀.₄₉₁₁ ₁.₁₀₅₁ ₀.₉₈₈₀ ₁.₀₀₃₁

₂₀₀₇ ₁₄₂₇₈.₉ ₁.₀₆ ₀.₆₀₉₇ ₁.₀₁ ₂₃₄₂₀ ₁.₀₅ ₄₆₉₁₂ ₂₀₀₇ ₀.₄₉₉₂ ₀.₄₉₉₆ ₂.₀₀₁₆ ₀.₄₉₉₂ ₁.₀₀₀₈ ₀.₉₂₀₆ ₁.₀₁₆₆

₂₀₀₈ ₁₄₆₂₀.₇ ₁.₀₂ ₀.₆₁₃₃ ₁.₀₁ ₂₃₈₃₉ ₁.₀₂ ₄₇₂₃₀ ₂₀₀₈ ₀.₅₀₄₈ ₀.₅₃₉₆ ₁.₈₅₃₂ ₀.₄₉₉₂ ₁.₀₆₉₀ ₁.₀₈₀₁ ₁.₀₁₁₁

₂₀₀₉ ₁₄₁₇₃.₆ ₀.₉₇ ₀.₆₁₇ ₁.₀₁ ₂₂₉₇₂ ₀.₉₆ ₄₆₅₈₆ ₂₀₀₉ ₀.₄₉₃₁ ₀.₆₃₉₂ ₁.₅₆₄₅ ₀.₄₉₉₂ ₁.₂₉₆₃ ₁.₁₈₄₆ ₀.₉₇₆₉

₂₀₁₀ ₁₄₈₅₆.₂ ₁.₀₅ ₀.₆₂₀₇ ₁.₀₁ ₂₃₉₃₅ ₁.₀₄ ₄₇₉₀₅ ₂₀₁₀ ₀.₄₉₉₆ ₀.₆₄₆₈ ₁.₅₄₆₁ ₀.₄₉₉₆ ₁.₂₉₄₆ ₁.₀₁₁₉ ₁.₀₁₃₂

₂₀₁₁ ₁₅₃₆₉.₄ ₁.₀₃ ₀.₆₂₄₃ ₁.₀₁ ₂₄₆₁₉ ₁.₀₃ ₄₉₃₂₈ ₂₀₁₁ ₀.₄₉₉₁ ₀.₆₂₃₆ ₁.₆₀₃₆ ₀.₄₉₉₁ ₁.₂₄₉₅ ₀.₉₆₄₁ ₀.₉₉₈₉

₂₀₁₂ ₁₅₆₇₁.₇ ₁.₀₂ ₀.₆₂₇₈ ₁.₀₁ ₂₄₉₆₃ ₁.₀₁ ₅₁₁₆₂ ₂₀₁₂ ₀.₄₈₇₉ ₀.₆₃₀₈ ₁.₅₈₅₃ ₀.₄₈₇₉ ₁.₂₉₂₈ ₁.₀₁₁₅ ₀.₉₇₇₆

₂₀₁₃ ₁₆₂₀₈.₅ ₁.₀₃ ₀.₆₃₁₄ ₁.₀₁ ₂₅₆₇₁ ₁.₀₃ ₅₂₄₉₁ ₂₀₁₃ ₀.₄₈₉₁ ₀.₆₃₉₂ ₁.₅₆₄₅ ₀.₄₈₇₉ ₁.₃₀₇₀ ₁.₀₁₃₃ ₁.₀₀₂₃

₉₉⊖₁₂年
平均
乖離率

₁.₆₆₈₅ ₁.₂₄₆₄ ₁.₀₀₄₁ ₁.₀₀₃₈

資料：表 ₁ ⊖ ₁ に同じ



神田：SDRによる国際通貨の価値尺度が国際統一通貨の役割を果たす
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　　　　　　　　　表Ⅱ　1999年以降の英・米 GDP，人口，GDPph，GDPpp，　　　　　　　　　　　　　　　　 fxrおよび fxr/GDPppの乖離率の推移

暦年 英国
GDP

前年
比率 人口 前年

比率
英国

GDPph
前年
比率

米国
GDPph 暦年 英国

GDPpp £/＄fxr $/￡fxr £/＄
GDPpp

£fxr/
GDPpp
乖離率

前年比
￡/＄fxr

前年比
GDPpp

₁₉₉₉ ₈₉₁₀ ₁.₀₀ ₀.₅₈₄₉ ₁.₀₀ ₁₅₂₃₃ ₁.₀₀ ₃₂₈₇₄ ₁₉₉₉ ₀.₄₆₃₄ ₀.₆₁₈ ₁.₆₁₈₁ ₀.₄₆₃₄ ₁.₃₃₃₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀

₂₀₀₀ ₉₇₆₂.₈ ₁.₁₀ ₀.₅₈₈₇ ₁.₀₁ ₁₆₅₈₄ ₁.₀₉ ₃₅₂₂₇ ₂₀₀₀ ₀.₄₇₀₈ ₀.₆₅₉₆ ₁.₅₁₆₁ ₀.₄₇₀₈ ₁.₄₀₁₁ ₁.₀₆₇₃ ₁.₀₁₅₉

₂₀₀₁ ₁₀₂₁₆.₃ ₁.₀₅ ₀.₅₉₁ ₁.₀₀ ₁₇₂₈₆ ₁.₀₄ ₃₆₀₂₂ ₂₀₀₁ ₀.₄₇₉₉ ₀.₆₉₄₄ ₁.₄₄₀₁ ₀.₄₇₉₉ ₁.₄₄₇₀ ₁.₀₅₂₈ ₁.₀₁₉₄

₂₀₀₂ ₁₀₈₁₄.₇ ₁.₀₆ ₀.₅₉₄₃ ₁.₀₁ ₁₈₁₉₇ ₁.₀₅ ₃₈₀₆₄ ₂₀₀₂ ₀.₄₇₈₁ ₀.₆₆₆₁ ₁.₅₀₁₃ ₀.₄₇₈₁ ₁.₃₉₃₃ ₀.₉₅₉₂ ₀.₉₉₆₂

₂₀₀₃ ₁₁₄₈₅.₂ ₁.₀₆ ₀.₅₉₆₇ ₁.₀₀ ₁₉₂₄₈ ₁.₀₆ ₃₉₅₂₂ ₂₀₀₃ ₀.₄₈₇₀ ₀.₆₁₁₈ ₁.₆₃₄₅ ₀.₄₈₇ ₁.₂₅₆₂ ₀.₉₁₈₅ ₁.₀₁₈₇

₂₀₀₄ ₁₂₁₂₉.₇ ₁.₀₆ ₀.₅₉₉₈ ₁.₀₁ ₂₀₂₂₃ ₁.₀₅ ₄₁₇₅₀ ₂₀₀₄ ₀.₄₈₄₄ ₀.₅₄₅₉ ₁.₈₃₁₈ ₀.₄₈₄₄ ₁.₁₂₇₀ ₀.₈₉₂₃ ₀.₉₉₄₆

₂₀₀₅ ₁₂₇₆₇.₄ ₁.₀₅ ₀.₆₀₂₉ ₁.₀₁ ₂₁₁₇₇ ₁.₀₅ ₄₃₂₅₆ ₂₀₀₅ ₀.₄₈₉₆ ₀.₅₄₉₃ ₁.₈₂₀₅ ₀.₄₈₉₆ ₁.₁₂₂₀ ₁.₀₀₆₂ ₁.₀₁₀₇

₂₀₀₆ ₁₃₄₉₄.₈ ₁.₀₆ ₀.₆₀₆₂ ₁.₀₁ ₂₂₂₆₁ ₁.₀₅ ₄₅₃₃₂ ₂₀₀₆ ₀.₄₉₁₁ ₀.₅₄₂₇ ₁.₈₄₂₆ ₀.₄₉₁₁ ₁.₁₀₅₁ ₀.₉₈₈₀ ₁.₀₀₃₁

₂₀₀₇ ₁₄₂₇₈.₉ ₁.₀₆ ₀.₆₀₉₇ ₁.₀₁ ₂₃₄₂₀ ₁.₀₅ ₄₆₉₁₂ ₂₀₀₇ ₀.₄₉₉₂ ₀.₄₉₉₆ ₂.₀₀₁₆ ₀.₄₉₉₂ ₁.₀₀₀₈ ₀.₉₂₀₆ ₁.₀₁₆₆

₂₀₀₈ ₁₄₆₂₀.₇ ₁.₀₂ ₀.₆₁₃₃ ₁.₀₁ ₂₃₈₃₉ ₁.₀₂ ₄₇₂₃₀ ₂₀₀₈ ₀.₅₀₄₈ ₀.₅₃₉₆ ₁.₈₅₃₂ ₀.₄₉₉₂ ₁.₀₆₉₀ ₁.₀₈₀₁ ₁.₀₁₁₁

₂₀₀₉ ₁₄₁₇₃.₆ ₀.₉₇ ₀.₆₁₇ ₁.₀₁ ₂₂₉₇₂ ₀.₉₆ ₄₆₅₈₆ ₂₀₀₉ ₀.₄₉₃₁ ₀.₆₃₉₂ ₁.₅₆₄₅ ₀.₄₉₉₂ ₁.₂₉₆₃ ₁.₁₈₄₆ ₀.₉₇₆₉

₂₀₁₀ ₁₄₈₅₆.₂ ₁.₀₅ ₀.₆₂₀₇ ₁.₀₁ ₂₃₉₃₅ ₁.₀₄ ₄₇₉₀₅ ₂₀₁₀ ₀.₄₉₉₆ ₀.₆₄₆₈ ₁.₅₄₆₁ ₀.₄₉₉₆ ₁.₂₉₄₆ ₁.₀₁₁₉ ₁.₀₁₃₂

₂₀₁₁ ₁₅₃₆₉.₄ ₁.₀₃ ₀.₆₂₄₃ ₁.₀₁ ₂₄₆₁₉ ₁.₀₃ ₄₉₃₂₈ ₂₀₁₁ ₀.₄₉₉₁ ₀.₆₂₃₆ ₁.₆₀₃₆ ₀.₄₉₉₁ ₁.₂₄₉₅ ₀.₉₆₄₁ ₀.₉₉₈₉

₂₀₁₂ ₁₅₆₇₁.₇ ₁.₀₂ ₀.₆₂₇₈ ₁.₀₁ ₂₄₉₆₃ ₁.₀₁ ₅₁₁₆₂ ₂₀₁₂ ₀.₄₈₇₉ ₀.₆₃₀₈ ₁.₅₈₅₃ ₀.₄₈₇₉ ₁.₂₉₂₈ ₁.₀₁₁₅ ₀.₉₇₇₆

₂₀₁₃ ₁₆₂₀₈.₅ ₁.₀₃ ₀.₆₃₁₄ ₁.₀₁ ₂₅₆₇₁ ₁.₀₃ ₅₂₄₉₁ ₂₀₁₃ ₀.₄₈₉₁ ₀.₆₃₉₂ ₁.₅₆₄₅ ₀.₄₈₇₉ ₁.₃₀₇₀ ₁.₀₁₃₃ ₁.₀₀₂₃

₉₉⊖₁₂年
平均
乖離率

₁.₆₆₈₅ ₁.₂₄₆₄ ₁.₀₀₄₁ ₁.₀₀₃₈

資料：表 ₁ ⊖ ₁ に同じ



修道商学 第 55 巻 第 2号
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 表Ⅲ⊖ 1 ⊖ 1　1999年以降の ユーロ各国の GDPの推移 単位：億ユーロ

参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₃年 参加年・備考 ₂₀₁₀年比率
ドイツ ₂₀₀₇₂ ₂₀₆₂₈ ₂₁₀₅₁ ₂₁₃₅₈ ₂₁₅₀₈ ₂₁₈₉₀ ₂₂₂₁₃ ₂₃₁₄₈ ₂₄₃₂₂ ₂₄₇₀₇ ₂₃₇₂₉ ₂₄₈₉₇ ₂₆₀₆₀ ₂₆₈₆₀ ₂₇₄₂₁ ₁₉₉₉年 ₀.₂₇₂
フランス ₁₃₆₆₀ ₁₄₄₁₃ ₁₄₉₆₄ ₁₅₄₃₈ ₁₅₈₉₀ ₁₆₅₃₂ ₁₇₁₆₁ ₁₇₉₉₃ ₁₈₈₇₄ ₁₉₃₁₇ ₁₈₈₆₁ ₁₉₃₅₆ ₂₀₀₀₃ ₂₀₃₁₇ ₂₀₆₀₄ ₁₉₉₉年 ₀.₂₁₁
オーストリア ₁₉₈₀ ₂₀₇₅ ₂₁₄₂ ₂₂₀₅ ₂₂₃₃ ₂₃₄₇ ₂₄₅₂ ₂₅₉₀ ₂₇₄₀ ₂₈₂₇ ₂₇₆₂ ₂₈₅₂ ₂₉₉₂ ₃₀₇₀ ₃₁₃₁ ₁₉₉₉年 ₀.₀₃₁
オランダ ₃₈₆₂ ₄₁₈₀ ₄₄₈₃ ₄₆₅₈ ₄₇₇₅ ₄₉₀₈ ₅₁₃₇ ₅₄₀₈ ₅₇₂₃ ₅₉₄₇ ₅₇₃₅ ₅₈₆₇ ₅₉₉₅ ₅₉₉₇ ₆₀₃₁ ₁₉₉₉年 ₀.₀₆₄
ベルギー ₂₃₈₆ ₂₅₂₂ ₂₅₉₈ ₂₆₈₆ ₂₇₆₂ ₂₉₁₃ ₃₀₃₄ ₃₁₈₈ ₃₃₅₈ ₃₄₆₄ ₃₄₀₈ ₃₅₅₇ ₃₆₉₃ ₃₇₅₉ ₃₈₁₃ ₁₉₉₉年 ₀.₀₃₉
ルクセンブルグ ₁₉₉ ₂₂₀ ₂₂₆ ₂₄₀ ₂₅₈ ₂₇₄ ₃₀₃ ₃₃₉ ₃₇₅ ₃₇₄ ₃₆₀ ₃₉₃ ₄₁₇ ₄₂₉ ₄₅₅ ₁₉₉₉年 ₀.₀₀₄
アイルランド ₉₀₄ ₁₀₅₀ ₁₁₇₆ ₁₃₀₉ ₁₄₀₈ ₁₅₀₂ ₁₆₃₀ ₁₇₇₇ ₁₈₈₈ ₁₇₈₉ ₁₆₁₃ ₁₅₈₁ ₁₆₂₆ ₁₆₃₉ ₁₆₄₀ ₁₉₉₉年 ₀.₀₁₇
フインランド ₁₂₂₂ ₁₃₂₁ ₁₃₉₃ ₁₄₃₇ ₁₄₅₅ ₁₅₂₃ ₁₅₇₄ ₁₆₅₈ ₁₇₉₈ ₁₈₅₇ ₁₇₂₃ ₁₇₈₇ ₁₈₈₇ ₁₉₂₄ ₁₉₃₄ ₁₉₉₉年 ₀.₀₂₀
小計 44285 46409 48033 49331 50289 51889 53504 56101 59078 60282 58191 60290 62673 63995 65029 平均GDP 0.082
スロベニア － － － － － － － － ₃₄₆ ₃₇₂ ₃₅₆ ₃₅₅ ₃₆₂ ₃₅₃ ₃₅₃ ₂₀₀₇年 ₀.₀₀₄
キプロス － － － － － － － － － ₁₇₂ ₁₆₉ ₁₇₄ ₁₇₉ ₁₇₇ ₁₆₅ ₂₀₀₈年 ₀.₀₀₂
マルタ － － － － － － － － － ₆₀ ₆₀ ₆₄ ₆₇ ₆₉ ₇₂ ₂₀₀₈年 ₀.₀₀₁
スロバキア － － － － － － － － － － ₆₅₉ ₆₉₀ ₇₁₁ ₇₂₁ ₂₀₀₉年 ₀.₀₀₇
エストニア － － － － － － － － － － － － ₁₆₂ ₁₇₄ ₁₈₄ ₂₀₁₁年 －
小計 − − − − − − − − 346 604 585 1252 1460 1484 1495 平均GDP 0.003
スペイン ₅₈₀₀ ₆₃₀₀ ₆₈₀₀ ₇₂₉₀ ₇₈₃₀ ₈₄₁₀ ₉₀₉₀ ₉₈₆₀ ₁₀₅₃₀ ₁₀₈₈₀ ₁₀₄₈₀ ₁₀₄₆₀ ₁₀₄₆₀ ₁₀₂₉₀ ₁₀₂₃₀ ₁₉₉₉年 ₀.₁₁₄
イタリア ₁₁₂₅₉ ₁₁₉₁₈ ₁₂₅₅₇ ₁₃₀₁₈ ₁₃₄₂₇ ₁₃₉₆₃ ₁₄₃₇₁ ₁₄₉₄₈ ₁₅₅₃₉ ₁₅₇₄₈ ₁₅₁₉₂ ₁₅₅₀₃ ₁₅₈₀₄ ₁₅₆₆₉ ₁₅₆₀₂ ₁₉₉₉年 ₀.₁₆₉
ポルトガル ₁₁₈₄ ₁₁₇₀ ₁₃₄₅ ₁₄₀₆ ₁₄₃₅ ₁₄₉₃ ₁₅₄₃ ₁₆₀₉ ₁₆₉₃ ₁₇₂₀ ₁₆₈₅ ₁₇₂₉ ₁₇₁₁ ₁₆₅₁ ₁₆₅₇ ₁₉₉₉年 ₀.₀₁₉
ギリシャ － － ₁₄₆₄ ₁₅₆₆ ₁₇₂₄ ₁₈₅₃ ₁₉₃₀ ₂₀₈₆ ₂₂₃₂ ₂₃₃₂ ₂₃₁₁ ₂₂₂₂ ₂₀₈₅ ₁₉₃₃ ₁₈₂₁ ₂₀₀₁年 ₀.₀₂₄
小計 18243 19388 22166 23280 24416 25719 26934 28503 30340 31344 30313 29914 30060 29543 29310 平均GDP 0.048
ユ−ロ総 GDP 62606 65890 70195 72603 74710 77601 81403 85680 90337 92377 89289 91452 94197 94841 95801 17か国 0.999

出所：IMFの IFS統計₂₀₁₃yea book及び₂₀₁₄年 ₈ 月号より各国の GDPを採用
注：ユ－ロ総 GDPは euro area ₁₆₃の₉₉b.cの GDPを採用した

 表Ⅲ⊖ 1 ⊖ 2　1999年以降の ユーロ各国の人口の推移 単位：億人

参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₃年 参加年 ₂₀₁₀年比率
ドイツ ₀.₈₂₀₃ ₀.₈₂₀₈ ₀.₈₃₅₈ ₀.₈₃₆₉ ₀.₈₃₇₉ ₀.₈₃₈₅ ₀.₈₃₈₄ ₀.₈₃₇₄ ₀.₈₃₅₈ ₀.₈₃₃₈ ₀.₈₃₁₈ ₀.₈₃₀₂ ₀.₈₂₈₉ ₀.₈₂₈₀ ₀.₈₂₇₃ ₁₉₉₉年 ₀.₂₅₉₁
フランス ₀.₅₈₈₅ ₀.₅₉₁₃ ₀.₅₉₆₀ ₀.₆₀₀₅ ₀.₆₀₅₃ ₀.₆₁₀₀ ₀.₆₁₄₄ ₀.₆₁₈₅ ₀.₆₂₂₁ ₀.₆₂₅₅ ₀.₆₂₈₉ ₀.₆₃₂₃ ₀.₆₃₅₈ ₀.₆₃₉₄ ₀.₆₄₂₉ ₁₉₉₉年 ₀.₁₉₇₄
オ－ストリア ₀.₀₇₉₉ ₀.₀₈₀₁ ₀.₀₈₀₅ ₀.₀₈₀₈ ₀.₀₈₁₄ ₀.₀₈₁₉ ₀.₀₈₂₄ ₀.₀₈₂₈ ₀.₀₈₃₁ ₀.₀₈₃₄ ₀.₀₈₃₇ ₀.₀₈₄₀ ₀.₀₈₄₃ ₀.₀₈₄₅ ₀.₀₈₅₀ ₁₉₉₉年 ₀.₀₂₆₂
オランダ ₀.₁₅₈₃ ₀.₁₅₉₂ ₀.₁₅₉₅ ₀.₁₆₀₄ ₀.₁₆₁₃ ₀.₁₆₂₂ ₀.₁₆₃₀ ₀.₁₆₃₈ ₀.₁₆₄₄ ₀.₁₆₅₀ ₀.₁₆₅₆ ₀.₁₆₆₂ ₀.₁₆₆₇ ₀.₁₆₇₁ ₀.₁₆₇₆ ₁₉₉₉年 ₀.₀₅₁₉
ベルギ－ ₀.₁₀₁₇ ₀.₁₀₁₉ ₀.₁₀₃₀ ₀.₁₀₃₄ ₀.₁₀₃₈ ₀.₁₀₄₄ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₆₈ ₀.₁₀₇₇ ₀.₁₆₈₆ ₀.₁₀₉₄ ₀.₁₁₀₁ ₀.₁₁₀₆ ₀.₁₁₁₀ ₁₉₉₉年 ₀.₀₃₄₁
ルクセンブルグ ₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₆ ₀.₀₀₄₇ ₀.₀₀₄₈ ₀.₀₀₄₉ ₀.₀₀₅₀ ₀.₀₀₅₁ ₀.₀₀₅₂ ₀.₀₀₅₂ ₀.₀₀₅₃ ₁₉₉₉年 ₀.₀₀₁₆
アイルランド ₀.₀₃₇₅ ₀.₀₃₈₀ ₀.₀₃₈₇ ₀.₀₃₉₄ ₀.₀₄₀₁ ₀.₀₄₀₉ ₀.₀₄₁₆ ₀.₀₄₂₃ ₀.₀₄₂₉ ₀.₀₄₃₅ ₀.₀₄₄₁ ₀.₀₄₄₇ ₀.₀₄₅₂ ₀.₀₄₅₈ ₀.₀₄₆₃ ₁₉₉₉年 ₀.₀₁₄₀
フインランド ₀.₀₅₁₆ ₀.₀₅₁₇ ₀.₀₅₁₉ ₀.₀₅₂₀ ₀.₀₅₂₁ ₀.₀₅₂₃ ₀.₀₅₂₅ ₀.₀₅₂₇ ₀.₀₅₂₈ ₀.₀₅₃₂ ₀.₀₅₃₄ ₀.₀₅₃₇ ₀.₀₅₃₉ ₀.₀₅₄₁ ₀.₀₅₄₃ ₁₉₉₉年 ₀.₀₁₆₈
小計 1.8421 1.8474 1.8698 1.8779 1.8864 1.8947 1.9028 1.9081 1.9127 1.9170 1.9811 1.9256 1.9301 1.9347 1.9397 平均人口 0.0751
スロベニア － － － － － － ₀.₀₂₀₂ ₀.₀₂₀₃ ₀.₀₂₀₄ ₀.₀₂₀₅ ₀.₀₂₀₆ ₀.₀₂₀₇ ₀.₀₂₇₀ ₂₀₀₇年 ₀.₀₀₆₄
キプロス － － － － － － － － － ₀.₀₁₁₀ ₀.₀₁₁₂ ₀.₀₁₁₃ ₀.₀₁₁₄ ₂₀₀₈年 ₀.₀₀₃₄
マルタ － － － － － － － － － ₀.₀₀₄₂ ₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₄₃ ₂₀₀₈年 ₀.₀₀₁₃
スロバキア － － － － － － － － － － ₀.₀₅₄₃ ₀.₀₅₄₄ ₀.₀₅₄₅ ₀.₀₅₄₅ ₂₀₀₉年 ₀.₀₁₆₉
エストニア － － － － － － － － － － ₀.₀₁₃₀ ₀.₀₁₂₉ ₀.₀₁₂₉ ₀.₀₁₂₉ ₂₀₁₁年 －
小計 − − − − − − − − 0.0202 0.0203 0.0204 0.1030 0.1034 0.1037 0.1101 平均人口 0.0070
スペイン ₀.₃₉₉₄ ₀.₄₀₂₆ ₀.₄₀₇₆ ₀.₄₁₃₅ ₀.₄₂₀₂ ₀.₄₂₇₁ ₀.₄₃₃₉ ₀.₄₄₀₄ ₀.₄₄₆₆ ₀.₄₅₂₄ ₀.₄₅₇₅ ₀.₄₅₃₂ ₀.₄₆₅₁ ₀.₄₆₇₅ ₀.₄₆₉₃ ₁₉₉₉年 ₀.₁₄₁₅
イタリア ₀.₅₇₀₃ ₀.₅₇₁₂ ₀.₅₇₂₀ ₀.₅₇₅₀ ₀.₅₇₈₇ ₀.₅₈₂₇ ₀.₅₈₆₇ ₀.₅₉₀₈ ₀.₅₉₄₉ ₀.₅₉₈₇ ₀.₆₀₂₂ ₀.₆₀₅₁ ₀.₆₀₇₃ ₀.₆₀₈₈ ₀.₆₀₉₉ ₁₉₉₉年 ₀.₁₈₈₉
ポルトガル ₀.₁₀₁₈ ₀.₁₀₂₃ ₀.₁₀₃₅ ₀.₁₀₄₀ ₀.₁₀₄₄ ₀.₁₀₄₈ ₀.₁₀₅₁ ₀.₁₀₅₄ ₀.₁₀₅₆ ₀.₁₀₅₇ ₀.₁₀₅₈ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₆₀ ₀.₁₀₆₀ ₀.₁₀₆₁ ₁₉₉₉年 ₀.₀₃₃₁
ギリシャ － － ₀.₁₁₀₁ ₀.₁₁₀₃ ₀.₁₁₀₃ ₀.₁₁₀₄ ₀.₁₁₀₄ ₀.₁₁₀₅ ₀.₁₁₀₇ ₀.₁₁₀₈ ₀.₁₁₁₀ ₀.₁₁₁₁ ₀.₁₁₁₂ ₀.₁₁₁₂ ₀.₁₁₁₃ ₂₀₀₁年 ₀.₀₃₄₇
小計 1.0715 1.0761 1.1932 1.2028 1.2136 1.2250 1.2361 1.2471 1.2780 1.2879 1.2765 0.1030 1.2896 1.2935 1.2966 平均人口 0.0605
ユ−ロ総人口 2.9136 2.9235 3.0630 3.0807 3.1000 3.1197 3.1389 3.0724 3.1907 3.2199 3.3474 3.2909 3.3231 3.3319 3.3464 17か国 1.0272

出所：IMFの IFS統計₂₀₁₃yea book及び₂₀₁₄年 ₈ 月号より各国の人口を採用して集計した
注：②エストニアは₂₀₁₁年より参加
注：②ユ－ロ圏に人口は各国の人口を集計した。



神田：SDRによる国際通貨の価値尺度が国際統一通貨の役割を果たす

─　　─335

 表Ⅲ⊖ 1 ⊖ 1　1999年以降の ユーロ各国の GDPの推移 単位：億ユーロ

参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₃年 参加年・備考 ₂₀₁₀年比率
ドイツ ₂₀₀₇₂ ₂₀₆₂₈ ₂₁₀₅₁ ₂₁₃₅₈ ₂₁₅₀₈ ₂₁₈₉₀ ₂₂₂₁₃ ₂₃₁₄₈ ₂₄₃₂₂ ₂₄₇₀₇ ₂₃₇₂₉ ₂₄₈₉₇ ₂₆₀₆₀ ₂₆₈₆₀ ₂₇₄₂₁ ₁₉₉₉年 ₀.₂₇₂
フランス ₁₃₆₆₀ ₁₄₄₁₃ ₁₄₉₆₄ ₁₅₄₃₈ ₁₅₈₉₀ ₁₆₅₃₂ ₁₇₁₆₁ ₁₇₉₉₃ ₁₈₈₇₄ ₁₉₃₁₇ ₁₈₈₆₁ ₁₉₃₅₆ ₂₀₀₀₃ ₂₀₃₁₇ ₂₀₆₀₄ ₁₉₉₉年 ₀.₂₁₁
オーストリア ₁₉₈₀ ₂₀₇₅ ₂₁₄₂ ₂₂₀₅ ₂₂₃₃ ₂₃₄₇ ₂₄₅₂ ₂₅₉₀ ₂₇₄₀ ₂₈₂₇ ₂₇₆₂ ₂₈₅₂ ₂₉₉₂ ₃₀₇₀ ₃₁₃₁ ₁₉₉₉年 ₀.₀₃₁
オランダ ₃₈₆₂ ₄₁₈₀ ₄₄₈₃ ₄₆₅₈ ₄₇₇₅ ₄₉₀₈ ₅₁₃₇ ₅₄₀₈ ₅₇₂₃ ₅₉₄₇ ₅₇₃₅ ₅₈₆₇ ₅₉₉₅ ₅₉₉₇ ₆₀₃₁ ₁₉₉₉年 ₀.₀₆₄
ベルギー ₂₃₈₆ ₂₅₂₂ ₂₅₉₈ ₂₆₈₆ ₂₇₆₂ ₂₉₁₃ ₃₀₃₄ ₃₁₈₈ ₃₃₅₈ ₃₄₆₄ ₃₄₀₈ ₃₅₅₇ ₃₆₉₃ ₃₇₅₉ ₃₈₁₃ ₁₉₉₉年 ₀.₀₃₉
ルクセンブルグ ₁₉₉ ₂₂₀ ₂₂₆ ₂₄₀ ₂₅₈ ₂₇₄ ₃₀₃ ₃₃₉ ₃₇₅ ₃₇₄ ₃₆₀ ₃₉₃ ₄₁₇ ₄₂₉ ₄₅₅ ₁₉₉₉年 ₀.₀₀₄
アイルランド ₉₀₄ ₁₀₅₀ ₁₁₇₆ ₁₃₀₉ ₁₄₀₈ ₁₅₀₂ ₁₆₃₀ ₁₇₇₇ ₁₈₈₈ ₁₇₈₉ ₁₆₁₃ ₁₅₈₁ ₁₆₂₆ ₁₆₃₉ ₁₆₄₀ ₁₉₉₉年 ₀.₀₁₇
フインランド ₁₂₂₂ ₁₃₂₁ ₁₃₉₃ ₁₄₃₇ ₁₄₅₅ ₁₅₂₃ ₁₅₇₄ ₁₆₅₈ ₁₇₉₈ ₁₈₅₇ ₁₇₂₃ ₁₇₈₇ ₁₈₈₇ ₁₉₂₄ ₁₉₃₄ ₁₉₉₉年 ₀.₀₂₀
小計 44285 46409 48033 49331 50289 51889 53504 56101 59078 60282 58191 60290 62673 63995 65029 平均GDP 0.082
スロベニア － － － － － － － － ₃₄₆ ₃₇₂ ₃₅₆ ₃₅₅ ₃₆₂ ₃₅₃ ₃₅₃ ₂₀₀₇年 ₀.₀₀₄
キプロス － － － － － － － － － ₁₇₂ ₁₆₉ ₁₇₄ ₁₇₉ ₁₇₇ ₁₆₅ ₂₀₀₈年 ₀.₀₀₂
マルタ － － － － － － － － － ₆₀ ₆₀ ₆₄ ₆₇ ₆₉ ₇₂ ₂₀₀₈年 ₀.₀₀₁
スロバキア － － － － － － － － － － ₆₅₉ ₆₉₀ ₇₁₁ ₇₂₁ ₂₀₀₉年 ₀.₀₀₇
エストニア － － － － － － － － － － － － ₁₆₂ ₁₇₄ ₁₈₄ ₂₀₁₁年 －
小計 − − − − − − − − 346 604 585 1252 1460 1484 1495 平均GDP 0.003
スペイン ₅₈₀₀ ₆₃₀₀ ₆₈₀₀ ₇₂₉₀ ₇₈₃₀ ₈₄₁₀ ₉₀₉₀ ₉₈₆₀ ₁₀₅₃₀ ₁₀₈₈₀ ₁₀₄₈₀ ₁₀₄₆₀ ₁₀₄₆₀ ₁₀₂₉₀ ₁₀₂₃₀ ₁₉₉₉年 ₀.₁₁₄
イタリア ₁₁₂₅₉ ₁₁₉₁₈ ₁₂₅₅₇ ₁₃₀₁₈ ₁₃₄₂₇ ₁₃₉₆₃ ₁₄₃₇₁ ₁₄₉₄₈ ₁₅₅₃₉ ₁₅₇₄₈ ₁₅₁₉₂ ₁₅₅₀₃ ₁₅₈₀₄ ₁₅₆₆₉ ₁₅₆₀₂ ₁₉₉₉年 ₀.₁₆₉
ポルトガル ₁₁₈₄ ₁₁₇₀ ₁₃₄₅ ₁₄₀₆ ₁₄₃₅ ₁₄₉₃ ₁₅₄₃ ₁₆₀₉ ₁₆₉₃ ₁₇₂₀ ₁₆₈₅ ₁₇₂₉ ₁₇₁₁ ₁₆₅₁ ₁₆₅₇ ₁₉₉₉年 ₀.₀₁₉
ギリシャ － － ₁₄₆₄ ₁₅₆₆ ₁₇₂₄ ₁₈₅₃ ₁₉₃₀ ₂₀₈₆ ₂₂₃₂ ₂₃₃₂ ₂₃₁₁ ₂₂₂₂ ₂₀₈₅ ₁₉₃₃ ₁₈₂₁ ₂₀₀₁年 ₀.₀₂₄
小計 18243 19388 22166 23280 24416 25719 26934 28503 30340 31344 30313 29914 30060 29543 29310 平均GDP 0.048
ユ−ロ総 GDP 62606 65890 70195 72603 74710 77601 81403 85680 90337 92377 89289 91452 94197 94841 95801 17か国 0.999

出所：IMFの IFS統計₂₀₁₃yea book及び₂₀₁₄年 ₈ 月号より各国の GDPを採用
注：ユ－ロ総 GDPは euro area ₁₆₃の₉₉b.cの GDPを採用した

 表Ⅲ⊖ 1 ⊖ 2　1999年以降の ユーロ各国の人口の推移 単位：億人

参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₃年 参加年 ₂₀₁₀年比率
ドイツ ₀.₈₂₀₃ ₀.₈₂₀₈ ₀.₈₃₅₈ ₀.₈₃₆₉ ₀.₈₃₇₉ ₀.₈₃₈₅ ₀.₈₃₈₄ ₀.₈₃₇₄ ₀.₈₃₅₈ ₀.₈₃₃₈ ₀.₈₃₁₈ ₀.₈₃₀₂ ₀.₈₂₈₉ ₀.₈₂₈₀ ₀.₈₂₇₃ ₁₉₉₉年 ₀.₂₅₉₁
フランス ₀.₅₈₈₅ ₀.₅₉₁₃ ₀.₅₉₆₀ ₀.₆₀₀₅ ₀.₆₀₅₃ ₀.₆₁₀₀ ₀.₆₁₄₄ ₀.₆₁₈₅ ₀.₆₂₂₁ ₀.₆₂₅₅ ₀.₆₂₈₉ ₀.₆₃₂₃ ₀.₆₃₅₈ ₀.₆₃₉₄ ₀.₆₄₂₉ ₁₉₉₉年 ₀.₁₉₇₄
オ－ストリア ₀.₀₇₉₉ ₀.₀₈₀₁ ₀.₀₈₀₅ ₀.₀₈₀₈ ₀.₀₈₁₄ ₀.₀₈₁₉ ₀.₀₈₂₄ ₀.₀₈₂₈ ₀.₀₈₃₁ ₀.₀₈₃₄ ₀.₀₈₃₇ ₀.₀₈₄₀ ₀.₀₈₄₃ ₀.₀₈₄₅ ₀.₀₈₅₀ ₁₉₉₉年 ₀.₀₂₆₂
オランダ ₀.₁₅₈₃ ₀.₁₅₉₂ ₀.₁₅₉₅ ₀.₁₆₀₄ ₀.₁₆₁₃ ₀.₁₆₂₂ ₀.₁₆₃₀ ₀.₁₆₃₈ ₀.₁₆₄₄ ₀.₁₆₅₀ ₀.₁₆₅₆ ₀.₁₆₆₂ ₀.₁₆₆₇ ₀.₁₆₇₁ ₀.₁₆₇₆ ₁₉₉₉年 ₀.₀₅₁₉
ベルギ－ ₀.₁₀₁₇ ₀.₁₀₁₉ ₀.₁₀₃₀ ₀.₁₀₃₄ ₀.₁₀₃₈ ₀.₁₀₄₄ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₆₈ ₀.₁₀₇₇ ₀.₁₆₈₆ ₀.₁₀₉₄ ₀.₁₁₀₁ ₀.₁₁₀₆ ₀.₁₁₁₀ ₁₉₉₉年 ₀.₀₃₄₁
ルクセンブルグ ₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₆ ₀.₀₀₄₇ ₀.₀₀₄₈ ₀.₀₀₄₉ ₀.₀₀₅₀ ₀.₀₀₅₁ ₀.₀₀₅₂ ₀.₀₀₅₂ ₀.₀₀₅₃ ₁₉₉₉年 ₀.₀₀₁₆
アイルランド ₀.₀₃₇₅ ₀.₀₃₈₀ ₀.₀₃₈₇ ₀.₀₃₉₄ ₀.₀₄₀₁ ₀.₀₄₀₉ ₀.₀₄₁₆ ₀.₀₄₂₃ ₀.₀₄₂₉ ₀.₀₄₃₅ ₀.₀₄₄₁ ₀.₀₄₄₇ ₀.₀₄₅₂ ₀.₀₄₅₈ ₀.₀₄₆₃ ₁₉₉₉年 ₀.₀₁₄₀
フインランド ₀.₀₅₁₆ ₀.₀₅₁₇ ₀.₀₅₁₉ ₀.₀₅₂₀ ₀.₀₅₂₁ ₀.₀₅₂₃ ₀.₀₅₂₅ ₀.₀₅₂₇ ₀.₀₅₂₈ ₀.₀₅₃₂ ₀.₀₅₃₄ ₀.₀₅₃₇ ₀.₀₅₃₉ ₀.₀₅₄₁ ₀.₀₅₄₃ ₁₉₉₉年 ₀.₀₁₆₈
小計 1.8421 1.8474 1.8698 1.8779 1.8864 1.8947 1.9028 1.9081 1.9127 1.9170 1.9811 1.9256 1.9301 1.9347 1.9397 平均人口 0.0751
スロベニア － － － － － － ₀.₀₂₀₂ ₀.₀₂₀₃ ₀.₀₂₀₄ ₀.₀₂₀₅ ₀.₀₂₀₆ ₀.₀₂₀₇ ₀.₀₂₇₀ ₂₀₀₇年 ₀.₀₀₆₄
キプロス － － － － － － － － － ₀.₀₁₁₀ ₀.₀₁₁₂ ₀.₀₁₁₃ ₀.₀₁₁₄ ₂₀₀₈年 ₀.₀₀₃₄
マルタ － － － － － － － － － ₀.₀₀₄₂ ₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₄₃ ₂₀₀₈年 ₀.₀₀₁₃
スロバキア － － － － － － － － － － ₀.₀₅₄₃ ₀.₀₅₄₄ ₀.₀₅₄₅ ₀.₀₅₄₅ ₂₀₀₉年 ₀.₀₁₆₉
エストニア － － － － － － － － － － ₀.₀₁₃₀ ₀.₀₁₂₉ ₀.₀₁₂₉ ₀.₀₁₂₉ ₂₀₁₁年 －
小計 − − − − − − − − 0.0202 0.0203 0.0204 0.1030 0.1034 0.1037 0.1101 平均人口 0.0070
スペイン ₀.₃₉₉₄ ₀.₄₀₂₆ ₀.₄₀₇₆ ₀.₄₁₃₅ ₀.₄₂₀₂ ₀.₄₂₇₁ ₀.₄₃₃₉ ₀.₄₄₀₄ ₀.₄₄₆₆ ₀.₄₅₂₄ ₀.₄₅₇₅ ₀.₄₅₃₂ ₀.₄₆₅₁ ₀.₄₆₇₅ ₀.₄₆₉₃ ₁₉₉₉年 ₀.₁₄₁₅
イタリア ₀.₅₇₀₃ ₀.₅₇₁₂ ₀.₅₇₂₀ ₀.₅₇₅₀ ₀.₅₇₈₇ ₀.₅₈₂₇ ₀.₅₈₆₇ ₀.₅₉₀₈ ₀.₅₉₄₉ ₀.₅₉₈₇ ₀.₆₀₂₂ ₀.₆₀₅₁ ₀.₆₀₇₃ ₀.₆₀₈₈ ₀.₆₀₉₉ ₁₉₉₉年 ₀.₁₈₈₉
ポルトガル ₀.₁₀₁₈ ₀.₁₀₂₃ ₀.₁₀₃₅ ₀.₁₀₄₀ ₀.₁₀₄₄ ₀.₁₀₄₈ ₀.₁₀₅₁ ₀.₁₀₅₄ ₀.₁₀₅₆ ₀.₁₀₅₇ ₀.₁₀₅₈ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₆₀ ₀.₁₀₆₀ ₀.₁₀₆₁ ₁₉₉₉年 ₀.₀₃₃₁
ギリシャ － － ₀.₁₁₀₁ ₀.₁₁₀₃ ₀.₁₁₀₃ ₀.₁₁₀₄ ₀.₁₁₀₄ ₀.₁₁₀₅ ₀.₁₁₀₇ ₀.₁₁₀₈ ₀.₁₁₁₀ ₀.₁₁₁₁ ₀.₁₁₁₂ ₀.₁₁₁₂ ₀.₁₁₁₃ ₂₀₀₁年 ₀.₀₃₄₇
小計 1.0715 1.0761 1.1932 1.2028 1.2136 1.2250 1.2361 1.2471 1.2780 1.2879 1.2765 0.1030 1.2896 1.2935 1.2966 平均人口 0.0605
ユ−ロ総人口 2.9136 2.9235 3.0630 3.0807 3.1000 3.1197 3.1389 3.0724 3.1907 3.2199 3.3474 3.2909 3.3231 3.3319 3.3464 17か国 1.0272

出所：IMFの IFS統計₂₀₁₃yea book及び₂₀₁₄年 ₈ 月号より各国の人口を採用して集計した
注：②エストニアは₂₀₁₁年より参加
注：②ユ－ロ圏に人口は各国の人口を集計した。
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 表Ⅲ⊖ 1 ⊖ 3　1999年以降の ユーロ各国の GDPphの推移
参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₃年
ドイツ ₂₄₄₆₉ ₂₅₁₃₂ ₂₅₁₈₇ ₂₅₅₂₀ ₂₅₆₆₉ ₂₆₁₀₆ ₂₆₄₉₅ ₂₇₆₄₃ ₂₉₁₀₀ ₂₉₆₃₂ ₂₈₅₂₇ ₂₉₉₈₉
ドイツ ₂₄₄₆₉ ₂₅₁₃₂ ₂₅₁₈₇ ₂₅₅₂₀ ₂₅₆₆₉ ₂₆₁₀₆ ₂₆₄₉₅ ₂₇₆₄₃ ₂₉₁₀₀ ₂₉₆₃₂ ₂₈₅₂₇ ₂₉₉₈₉ ₃₁₄₃₉ ₃₂₄₄₀ ₃₃₁₄₅
フランス ₂₃₂₁₂ ₂₄₃₇₅ ₂₅₁₀₇ ₂₅₇₀₉ ₂₆₂₅₁ ₂₇₁₀₂ ₂₇₉₃₁ ₂₉₀₉₁ ₃₀₃₃₉ ₃₀₈₈₂ ₂₉₉₉₀ ₃₀₆₁₂ ₃₁₄₆₁ ₃₁₇₇₅ ₃₂₀₄₉
オーストリア ₂₄₇₈₁ ₂₅₉₀₅ ₂₆₆₀₉ ₂₇₂₉₀ ₂₇₄₃₂ ₂₈₆₅₇ ₂₉₇₅₇ ₃₁₂₈₀ ₃₂₉₇₂ ₃₃₈₉₇ ₃₂₉₉₉ ₃₃₉₅₂ ₃₅₄₉₂ ₃₅₄₉₂ ₃₆₈₃₅
オランダ ₂₄₃₉₇ ₂₆₂₅₆ ₂₈₁₀₇ ₂₉₀₄₀ ₂₉₆₀₃ ₃₀₂₅₉ ₃₁₅₁₅ ₃₃₀₁₆ ₃₄₈₁₁ ₃₆₀₄₂ ₃₄₆₃₂ ₃₅₃₀₁ ₃₅₉₆₃ ₃₅₈₈₉ ₃₅₉₈₄
ベルギー ₂₃₄₆₁ ₂₄₇₅₀ ₂₅₂₂₃ ₂₅₉₇₇ ₂₆₆₀₉ ₂₇₉₀₂ ₂₈₆₅₀ ₃₀₁₀₄ ₃₁₄₄₂ ₃₂₁₆₃ ₂₀₂₁₄ ₃₂₅₁₄ ₃₃₅₄₂ ₃₃₅₄₂ ₃₄₃₅₁
ルクセンブルグ ₄₆₂₇₉ ₅₀₀₀₀ ₅₁₃₆₄ ₅₃₃₃₃ ₅₇₃₃₃ ₆₀₈₈₉ ₆₅₈₇₀ ₇₂₁₂₈ ₇₈₁₂₅ ₇₆₃₂₇ ₇₂₀₀₀ ₇₇₀₅₉ ₈₀₁₉₂ ₈₂₅₀₀ ₈₅₈₄₉
アイルランド ₂₄₁₀₂ ₂₇₆₃₆ ₃₀₃₉₉ ₃₃₂₂₃ ₃₅₁₁₂ ₃₆₇₂₄ ₃₉₁₈₃ ₄₂₀₀₉ ₄₄₀₀₉ ₄₁₁₂₆ ₃₆₅₇₆ ₃₅₃₆₉ ₃₅₉₇₃ ₃₅₇₈₆ ₃₅₄₂₁
フインランド ₂₃₆₈₆ ₂₅₅₅₃ ₂₆₈₄₀ ₂₇₆₃₅ ₂₇₉₂₇ ₂₉₁₂₀ ₂₉₉₈₁ ₃₁₄₆₁ ₃₄₀₅₃ ₃₄₉₀₆ ₃₂₂₆₆ ₃₃₂₇₇ ₃₅₀₀₉ ₃₅₅₆₄ ₃₅₆₁₇
計 24041 25121 25689 26269 26659 27386 28119 29401 30887 31446 29373 31310 32471 33077 33525
スロベニア － － － － － － － － ₁₇₁₂₉ ₁₈₃₂₅ ₁₇₄₅₁ ₁₇₃₁₇ ₁₇₅₇₃ ₁₇₀₆₃ ₁₃₀₆₇
キプロス － － － － － － － － － ₁₅₈₁₈ ₁₅₉₈₂ ₁₅₆₆₄ ₁₄₄₇₄
ｋマルタ － － － － － － － － － ₁₅₂₃₈ ₁₅₅₈₁ ₁₆₀₄₇ ₁₆₇₄₄
スロバキア － － － － － － － － － － ₁₂₁₃₆ ₁₂₆₈₄ ₁₃₀₄₆ ₁₃₂₂₉
エストニア － － － － － － － － － － － － ₁₂₅₅₈ ₁₃₄₈₈ ₁₄₂₆₄
計 － － － － － － － － 17129 60510 74378 75307 ?
スペイン ₁₄₅₂₂ ₁₅₆₄₈ ₁₆₆₈₃ ₁₇₆₃₀ ₁₈₆₃₄ ₁₉₆₉₁ ₂₀₉₅₀ ₂₂₃₈₉ ₂₃₅₇₈ ₂₄₀₅₀ ₂₂₉₀₇ ₂₃₀₈₀ ₂₂₄₉₀ ₂₂₀₁₁ ₂₁₇₉₈
イタリア ₁₉₇₄₂ ₂₀₈₆₅ ₂₁₉₅₃ ₂₂₆₄₀ ₂₃₂₀₂ ₂₃₉₆₃ ₂₄₄₉₅ ₂₅₃₀₁ ₂₆₁₂₀ ₂₆₃₀₄ ₂₅₂₂₇ ₂₅₆₂₁ ₂₆₀₂₃ ₂₅₇₃₈ ₂₅₅₈₁
ポルトガル ₁₁₆₂₈ ₁₁₄₃₈ ₁₂₉₉₅ ₁₃₅₁₉ ₁₃₇₄₅ ₁₄₂₄₆ ₁₄₆₈₁ ₁₅₂₆₆ ₁₆₀₃₂ ₁₆₂₇₂ ₁₅₉₂₆ ₁₆₃₂₇ ₁₆₁₄₂ ₁₅₅₇₅ ₁₅₆₁₇
ギリシャ 0 0 13297 14198 15630 16784 17482 18878 20163 21047 20820 20000 18750 17383 16361
計 ₁₇₀₂₅ ₁₈₀₁₇ ₁₈₅₇₇ ₁₉₃₅₅ ₂₀₁₁₉ ₂₀₉₉₅ ₂₁₇₈₉ ₂₂₈₅₅ ₂₃₇₄₀ ₂₄₃₃₇ ₂₃₇₄₇ ₂₉₀₄₂₇ ₂₃₃₁₀ ₂₂₈₄₀ ₂₂₆₀₅
ユ−ロ GDPph 21488 22538 22917 23567 24100 24875 25934 27887 28313 28689 26674 27789 28346 28465
米国 GDPph 32874 34573 35348 36197 37524 39583 41745 43830 45607 40336 45301 46530 47911 49399

 表Ⅲ⊖ 1 ⊖ 4　1999年以降の ユーロ各国の GDPpp格差の推移
参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年
ドイツ 0.7443 0.7269 0.7125 0.7050 0.6841 0.6595 0.6347 0.6307 0.6381 0.7346 0.6297 0.6445 0.6562 0.6567
フランス ₀.₇₀₆₁ ₀.₇₀₅₀ ₀.₇₁₀₃ ₀.₇₁₀₂ ₀.₆₉₉₆ ₀.₆₈₄₇ ₀.₆₆₉₁ ₀.₆₆₃₇ ₀.₆₆₅₂ ₀.₇₆₅₆ ₀.₆₆₂₀ ₀.₆₅₇₉ ₀.₆₅₆₇ ₀.₆₄₃₂
オ－ストリア ₀.₇₅₃₈ ₀.₇₄₉₃ ₀.₇₅₂₈ ₀.₇₅₃₉ ₀.₇₃₁₁ ₀.₇₂₄₀ ₀.₇₁₂₈ ₀.₇₁₃₇ ₀.₇₂₃₀ ₀.₈₄₀₄ ₀.₇₂₈₄ ₀.₇₂₉₇ ₀.₇₄₀₈ ₀.₇₁₈₅
オランダ ₀.₇₄₂₁ ₀.₇₅₉₄ ₀.₇₉₅₁ ₀.₈₀₂₃ ₀.₇₈₈₉ ₀.₇₆₄₄ ₀.₇₅₄₉ ₀.₇₅₃₃ ₀.₇₆₃₃ ₀.₈₉₃₆ ₀.₇₆₄₅ ₀.₇₅₈₇ ₀.₇₅₀₆ ₀.₇₂₆₅
ベルギ－ ₀.₇₁₃₇ ₀.₇₁₅₉ ₀.₇₁₃₆ ₀.₇₁₇₇ ₀.₇₀₉₁ ₀.₇₀₄₉ ₀.₆₈₆₃ ₀.₆₈₆₈ ₀.₆₈₉₄ ₀.₇₉₇₄ ₀.₄₄₆₂ ₀.₆₉₈₈ ₀.₇₀₀₁ ₀.₆₇₉₀
ルクセンブルグ 1.4078 1.4462 1.4531 1.4734 1.5279 1.5383 1.5779 1.6456 1.7130 1.8923 1.5894 1.6561 1.6738 1.6701
アイルランド ₀.₇₃₃₂ ₀.₇₉₉₄ ₀.₈₆₀₀ ₀.₉₁₇₈ ₀.₉₃₅₇ ₀.₉₂₇₈ ₀.₉₃₈₆ ₀.₉₅₈₅ ₀.₉₆₅₀ ₁.₀₁₉₆ ₀.₈₀₇₄ ₀.₇₆₀₁ ₀.₇₅₀₈ ₀.₇₂₄₄
フインランド ₀.₇₂₀₅ ₀.₇₃₉₁ ₀.₇₅₉₃ ₀.₇₆₃₅ ₀.₇₄₄₂ ₀.₇₃₅₇ ₀.₇₁₈₂ ₀.₆₇₀₈ ₀.₇₄₆₇ ₀.₈₆₅₄ ₀.₇₁₂₃ ₀.₇₁₅₂ ₀.₇₃₀₇ ₀.₇₁₉₉
スロベニア － － － － － － － － ₀.₃₇₅₆ ₀.₄₅₄₃ ₀.₃₈₅₂ ₀.₃₇₂₂ ₀.₃₆₆₈ ₀.₃₄₅₄
キプロス － － － － － #VALUE! #VALUE! ₀.₃₄₀₀ ₀.₃₃₃₆ ₀.₃₁₇₁ ₀.₃₁₇
マルタ － － － － － － － － － #VALUE! #VALUE! ₀.₃₂₇₅ ₀.₃₂₅₂ ₀.₃₂₄₈
スロバキア － － － － － － － － － － #VALUE! ₀.₂₆₀₈ ₀.₂₆₄₇ ₀.₂₆₄₁
エストニア － － － － － － － － － － － － － －
スペイン ₀.₄₄₁₇ ₀.₄₅₂₆ ₀.₄₇₂₀ ₀.₄₈₇₁ ₀.₄₉₆₆ ₀.₄₉₇₅ ₀.₅₀₁₈ ₀.₅₁₀₈ ₀.₅₁₇₀ ₀.₅₉₆₂ ₀.₅₀₅₇ ₀.₄₉₆₀ ₀.₄₆₉₄ ₀.₄₄₅₆
イタリア ₀.₆₀₀₅ ₀.₆₀₃₅ ₀.₆₂₁₀ ₀.₆₂₅₅ ₀.₆₁₈₃ ₀.₆₀₅₄ ₀.₅₈₆₈ ₀.₅₇₇₃ ₀.₅₇₂₇ ₀.₆₅₂₁ ₀.₅₅₆₉ ₀.₅₅₀₆ ₀.₅₄₃₂ ₀.₅₂₁₀
ポルトガル ₀.₃₅₃₇ ₀.₃₃₀₈ ₀.₃₆₇₆ ₀.₃₇₃₅ ₀.₃₆₆₃ ₀.₃₅₉₉ ₀.₃₅₁₇ ₀.₃₄₈₃ ₀.₃₅₁₅ ₀.₄₀₃₄ ₀.₃₅₁₆ ₀.₃₅₀₉ ₀.₃₃₆₉ ₀.₃₁₅₃
ギリシャ － － ₀.₅₂₅₅ ₀.₃₉₂₂ ₀.₄₁₆₅ ₀.₄₂₄₀ ₀.₄₁₈₈ ₀.₄₃₀₇ ₀.₄₄₂₁ ₀.₅₂₁₈ ₀.₄₅₉₆ ₀.₄₂₉₈ ₀.₄₈₆₅ ₀.₃₅₁₉
ユ−ロ GDPph 21488 22538 22917 23567 24100 24875 25934 27887 28313 28689 26674 27789 28346 28465
米国 GDPph 32874 34573 35348 36197 37524 39583 41745 43830 45607 40336 45301 46530 47911 49399
€GDPpp 0.6536 0.6519 0.6483 0.6511 0.6423 0.6284 0.6212 0.6363 0.6208 0.7113 0.5888 0.5972 0.5916 0.5762

 表Ⅲ⊖ 2　1999年以降のユーロ圏全体の人口，GDP，GDPph， 米国 GDPph，GDPppの推移
参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₃年 参加年 ₂₀₁₀年比率
ユーロ総 GDP ₆₂₆₀₆ ₆₅₈₉₀ ₇₀₁₉₅ ₇₂₆₀₃ ₇₄₇₁₀ ₇₇₆₀₁ ₈₀₄₃₃ ₈₄₅₉₄ ₈₉₄₁₁ ₉₁₅₄₄ ₈₉₀₅₉ ₉₁₄₅₂ ₉₄₁₉₇ ₉₄₈₄₁ 95801 ₁₇か国 0.999
ユーロ総人口 ₂.₉₁₄ ₂.₉₂₄ ₃.₀₆₃ ₃.₀₈₁ ₃.₁ ₃.₁₂₀ ₃.₁₃₉ ₃.₀₇₂ ₃.₁₉₁ ₃.₂₂₀ ₃.₃₄₇ ₃.₂₉₁ ₃.₃₂₃ ₃.₃₃₂ 3.346 ₁₇か国 1.027
ユーロ GDPph ₂₁₄₈₈ ₂₂₅₃₈ ₂₂₉₁₇ ₂₃₅₆₇ ₂₄₁₀₀ ₂₄₈₇₅ ₂₅₆₂₅ ₂₇₅₃₄ ₂₈₀₂₂ ₂₈₄₃₁ ₂₆₆₀₅ ₂₇₇₈₉ ₂₈₃₄₆ ₂₈₄₆₅ 28628
米国 GDPph 32874 35226.549 36022.413 38063.577 39521.782 41749.983 43256.259 34644.75 46912.236 47230.404 46586.319 47904.884 49327.744 51162.483 52,491 0.092
GDPpp 0.654 0.652 0.648 0.651 0.642 0.628 0.614 0.628 0.614 0.705 0.587 0.597 0.592 0.576 0.545



神田：SDRによる国際通貨の価値尺度が国際統一通貨の役割を果たす

─　　─337

 表Ⅲ⊖ 1 ⊖ 3　1999年以降の ユーロ各国の GDPphの推移
参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₃年
ドイツ ₂₄₄₆₉ ₂₅₁₃₂ ₂₅₁₈₇ ₂₅₅₂₀ ₂₅₆₆₉ ₂₆₁₀₆ ₂₆₄₉₅ ₂₇₆₄₃ ₂₉₁₀₀ ₂₉₆₃₂ ₂₈₅₂₇ ₂₉₉₈₉
ドイツ ₂₄₄₆₉ ₂₅₁₃₂ ₂₅₁₈₇ ₂₅₅₂₀ ₂₅₆₆₉ ₂₆₁₀₆ ₂₆₄₉₅ ₂₇₆₄₃ ₂₉₁₀₀ ₂₉₆₃₂ ₂₈₅₂₇ ₂₉₉₈₉ ₃₁₄₃₉ ₃₂₄₄₀ ₃₃₁₄₅
フランス ₂₃₂₁₂ ₂₄₃₇₅ ₂₅₁₀₇ ₂₅₇₀₉ ₂₆₂₅₁ ₂₇₁₀₂ ₂₇₉₃₁ ₂₉₀₉₁ ₃₀₃₃₉ ₃₀₈₈₂ ₂₉₉₉₀ ₃₀₆₁₂ ₃₁₄₆₁ ₃₁₇₇₅ ₃₂₀₄₉
オーストリア ₂₄₇₈₁ ₂₅₉₀₅ ₂₆₆₀₉ ₂₇₂₉₀ ₂₇₄₃₂ ₂₈₆₅₇ ₂₉₇₅₇ ₃₁₂₈₀ ₃₂₉₇₂ ₃₃₈₉₇ ₃₂₉₉₉ ₃₃₉₅₂ ₃₅₄₉₂ ₃₅₄₉₂ ₃₆₈₃₅
オランダ ₂₄₃₉₇ ₂₆₂₅₆ ₂₈₁₀₇ ₂₉₀₄₀ ₂₉₆₀₃ ₃₀₂₅₉ ₃₁₅₁₅ ₃₃₀₁₆ ₃₄₈₁₁ ₃₆₀₄₂ ₃₄₆₃₂ ₃₅₃₀₁ ₃₅₉₆₃ ₃₅₈₈₉ ₃₅₉₈₄
ベルギー ₂₃₄₆₁ ₂₄₇₅₀ ₂₅₂₂₃ ₂₅₉₇₇ ₂₆₆₀₉ ₂₇₉₀₂ ₂₈₆₅₀ ₃₀₁₀₄ ₃₁₄₄₂ ₃₂₁₆₃ ₂₀₂₁₄ ₃₂₅₁₄ ₃₃₅₄₂ ₃₃₅₄₂ ₃₄₃₅₁
ルクセンブルグ ₄₆₂₇₉ ₅₀₀₀₀ ₅₁₃₆₄ ₅₃₃₃₃ ₅₇₃₃₃ ₆₀₈₈₉ ₆₅₈₇₀ ₇₂₁₂₈ ₇₈₁₂₅ ₇₆₃₂₇ ₇₂₀₀₀ ₇₇₀₅₉ ₈₀₁₉₂ ₈₂₅₀₀ ₈₅₈₄₉
アイルランド ₂₄₁₀₂ ₂₇₆₃₆ ₃₀₃₉₉ ₃₃₂₂₃ ₃₅₁₁₂ ₃₆₇₂₄ ₃₉₁₈₃ ₄₂₀₀₉ ₄₄₀₀₉ ₄₁₁₂₆ ₃₆₅₇₆ ₃₅₃₆₉ ₃₅₉₇₃ ₃₅₇₈₆ ₃₅₄₂₁
フインランド ₂₃₆₈₆ ₂₅₅₅₃ ₂₆₈₄₀ ₂₇₆₃₅ ₂₇₉₂₇ ₂₉₁₂₀ ₂₉₉₈₁ ₃₁₄₆₁ ₃₄₀₅₃ ₃₄₉₀₆ ₃₂₂₆₆ ₃₃₂₇₇ ₃₅₀₀₉ ₃₅₅₆₄ ₃₅₆₁₇
計 24041 25121 25689 26269 26659 27386 28119 29401 30887 31446 29373 31310 32471 33077 33525
スロベニア － － － － － － － － ₁₇₁₂₉ ₁₈₃₂₅ ₁₇₄₅₁ ₁₇₃₁₇ ₁₇₅₇₃ ₁₇₀₆₃ ₁₃₀₆₇
キプロス － － － － － － － － － ₁₅₈₁₈ ₁₅₉₈₂ ₁₅₆₆₄ ₁₄₄₇₄
ｋマルタ － － － － － － － － － ₁₅₂₃₈ ₁₅₅₈₁ ₁₆₀₄₇ ₁₆₇₄₄
スロバキア － － － － － － － － － － ₁₂₁₃₆ ₁₂₆₈₄ ₁₃₀₄₆ ₁₃₂₂₉
エストニア － － － － － － － － － － － － ₁₂₅₅₈ ₁₃₄₈₈ ₁₄₂₆₄
計 － － － － － － － － 17129 60510 74378 75307 ?
スペイン ₁₄₅₂₂ ₁₅₆₄₈ ₁₆₆₈₃ ₁₇₆₃₀ ₁₈₆₃₄ ₁₉₆₉₁ ₂₀₉₅₀ ₂₂₃₈₉ ₂₃₅₇₈ ₂₄₀₅₀ ₂₂₉₀₇ ₂₃₀₈₀ ₂₂₄₉₀ ₂₂₀₁₁ ₂₁₇₉₈
イタリア ₁₉₇₄₂ ₂₀₈₆₅ ₂₁₉₅₃ ₂₂₆₄₀ ₂₃₂₀₂ ₂₃₉₆₃ ₂₄₄₉₅ ₂₅₃₀₁ ₂₆₁₂₀ ₂₆₃₀₄ ₂₅₂₂₇ ₂₅₆₂₁ ₂₆₀₂₃ ₂₅₇₃₈ ₂₅₅₈₁
ポルトガル ₁₁₆₂₈ ₁₁₄₃₈ ₁₂₉₉₅ ₁₃₅₁₉ ₁₃₇₄₅ ₁₄₂₄₆ ₁₄₆₈₁ ₁₅₂₆₆ ₁₆₀₃₂ ₁₆₂₇₂ ₁₅₉₂₆ ₁₆₃₂₇ ₁₆₁₄₂ ₁₅₅₇₅ ₁₅₆₁₇
ギリシャ 0 0 13297 14198 15630 16784 17482 18878 20163 21047 20820 20000 18750 17383 16361
計 ₁₇₀₂₅ ₁₈₀₁₇ ₁₈₅₇₇ ₁₉₃₅₅ ₂₀₁₁₉ ₂₀₉₉₅ ₂₁₇₈₉ ₂₂₈₅₅ ₂₃₇₄₀ ₂₄₃₃₇ ₂₃₇₄₇ ₂₉₀₄₂₇ ₂₃₃₁₀ ₂₂₈₄₀ ₂₂₆₀₅
ユ−ロ GDPph 21488 22538 22917 23567 24100 24875 25934 27887 28313 28689 26674 27789 28346 28465
米国 GDPph 32874 34573 35348 36197 37524 39583 41745 43830 45607 40336 45301 46530 47911 49399

 表Ⅲ⊖ 1 ⊖ 4　1999年以降の ユーロ各国の GDPpp格差の推移
参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年
ドイツ 0.7443 0.7269 0.7125 0.7050 0.6841 0.6595 0.6347 0.6307 0.6381 0.7346 0.6297 0.6445 0.6562 0.6567
フランス ₀.₇₀₆₁ ₀.₇₀₅₀ ₀.₇₁₀₃ ₀.₇₁₀₂ ₀.₆₉₉₆ ₀.₆₈₄₇ ₀.₆₆₉₁ ₀.₆₆₃₇ ₀.₆₆₅₂ ₀.₇₆₅₆ ₀.₆₆₂₀ ₀.₆₅₇₉ ₀.₆₅₆₇ ₀.₆₄₃₂
オ－ストリア ₀.₇₅₃₈ ₀.₇₄₉₃ ₀.₇₅₂₈ ₀.₇₅₃₉ ₀.₇₃₁₁ ₀.₇₂₄₀ ₀.₇₁₂₈ ₀.₇₁₃₇ ₀.₇₂₃₀ ₀.₈₄₀₄ ₀.₇₂₈₄ ₀.₇₂₉₇ ₀.₇₄₀₈ ₀.₇₁₈₅
オランダ ₀.₇₄₂₁ ₀.₇₅₉₄ ₀.₇₉₅₁ ₀.₈₀₂₃ ₀.₇₈₈₉ ₀.₇₆₄₄ ₀.₇₅₄₉ ₀.₇₅₃₃ ₀.₇₆₃₃ ₀.₈₉₃₆ ₀.₇₆₄₅ ₀.₇₅₈₇ ₀.₇₅₀₆ ₀.₇₂₆₅
ベルギ－ ₀.₇₁₃₇ ₀.₇₁₅₉ ₀.₇₁₃₆ ₀.₇₁₇₇ ₀.₇₀₉₁ ₀.₇₀₄₉ ₀.₆₈₆₃ ₀.₆₈₆₈ ₀.₆₈₉₄ ₀.₇₉₇₄ ₀.₄₄₆₂ ₀.₆₉₈₈ ₀.₇₀₀₁ ₀.₆₇₉₀
ルクセンブルグ 1.4078 1.4462 1.4531 1.4734 1.5279 1.5383 1.5779 1.6456 1.7130 1.8923 1.5894 1.6561 1.6738 1.6701
アイルランド ₀.₇₃₃₂ ₀.₇₉₉₄ ₀.₈₆₀₀ ₀.₉₁₇₈ ₀.₉₃₅₇ ₀.₉₂₇₈ ₀.₉₃₈₆ ₀.₉₅₈₅ ₀.₉₆₅₀ ₁.₀₁₉₆ ₀.₈₀₇₄ ₀.₇₆₀₁ ₀.₇₅₀₈ ₀.₇₂₄₄
フインランド ₀.₇₂₀₅ ₀.₇₃₉₁ ₀.₇₅₉₃ ₀.₇₆₃₅ ₀.₇₄₄₂ ₀.₇₃₅₇ ₀.₇₁₈₂ ₀.₆₇₀₈ ₀.₇₄₆₇ ₀.₈₆₅₄ ₀.₇₁₂₃ ₀.₇₁₅₂ ₀.₇₃₀₇ ₀.₇₁₉₉
スロベニア － － － － － － － － ₀.₃₇₅₆ ₀.₄₅₄₃ ₀.₃₈₅₂ ₀.₃₇₂₂ ₀.₃₆₆₈ ₀.₃₄₅₄
キプロス － － － － － #VALUE! #VALUE! ₀.₃₄₀₀ ₀.₃₃₃₆ ₀.₃₁₇₁ ₀.₃₁₇
マルタ － － － － － － － － － #VALUE! #VALUE! ₀.₃₂₇₅ ₀.₃₂₅₂ ₀.₃₂₄₈
スロバキア － － － － － － － － － － #VALUE! ₀.₂₆₀₈ ₀.₂₆₄₇ ₀.₂₆₄₁
エストニア － － － － － － － － － － － － － －
スペイン ₀.₄₄₁₇ ₀.₄₅₂₆ ₀.₄₇₂₀ ₀.₄₈₇₁ ₀.₄₉₆₆ ₀.₄₉₇₅ ₀.₅₀₁₈ ₀.₅₁₀₈ ₀.₅₁₇₀ ₀.₅₉₆₂ ₀.₅₀₅₇ ₀.₄₉₆₀ ₀.₄₆₉₄ ₀.₄₄₅₆
イタリア ₀.₆₀₀₅ ₀.₆₀₃₅ ₀.₆₂₁₀ ₀.₆₂₅₅ ₀.₆₁₈₃ ₀.₆₀₅₄ ₀.₅₈₆₈ ₀.₅₇₇₃ ₀.₅₇₂₇ ₀.₆₅₂₁ ₀.₅₅₆₉ ₀.₅₅₀₆ ₀.₅₄₃₂ ₀.₅₂₁₀
ポルトガル ₀.₃₅₃₇ ₀.₃₃₀₈ ₀.₃₆₇₆ ₀.₃₇₃₅ ₀.₃₆₆₃ ₀.₃₅₉₉ ₀.₃₅₁₇ ₀.₃₄₈₃ ₀.₃₅₁₅ ₀.₄₀₃₄ ₀.₃₅₁₆ ₀.₃₅₀₉ ₀.₃₃₆₉ ₀.₃₁₅₃
ギリシャ － － ₀.₅₂₅₅ ₀.₃₉₂₂ ₀.₄₁₆₅ ₀.₄₂₄₀ ₀.₄₁₈₈ ₀.₄₃₀₇ ₀.₄₄₂₁ ₀.₅₂₁₈ ₀.₄₅₉₆ ₀.₄₂₉₈ ₀.₄₈₆₅ ₀.₃₅₁₉
ユ−ロ GDPph 21488 22538 22917 23567 24100 24875 25934 27887 28313 28689 26674 27789 28346 28465
米国 GDPph 32874 34573 35348 36197 37524 39583 41745 43830 45607 40336 45301 46530 47911 49399
€GDPpp 0.6536 0.6519 0.6483 0.6511 0.6423 0.6284 0.6212 0.6363 0.6208 0.7113 0.5888 0.5972 0.5916 0.5762

 表Ⅲ⊖ 2　1999年以降のユーロ圏全体の人口，GDP，GDPph， 米国 GDPph，GDPppの推移
参加国 ₁₉₉₉年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 ₂₀₀₈年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₃年 参加年 ₂₀₁₀年比率
ユーロ総 GDP ₆₂₆₀₆ ₆₅₈₉₀ ₇₀₁₉₅ ₇₂₆₀₃ ₇₄₇₁₀ ₇₇₆₀₁ ₈₀₄₃₃ ₈₄₅₉₄ ₈₉₄₁₁ ₉₁₅₄₄ ₈₉₀₅₉ ₉₁₄₅₂ ₉₄₁₉₇ ₉₄₈₄₁ 95801 ₁₇か国 0.999
ユーロ総人口 ₂.₉₁₄ ₂.₉₂₄ ₃.₀₆₃ ₃.₀₈₁ ₃.₁ ₃.₁₂₀ ₃.₁₃₉ ₃.₀₇₂ ₃.₁₉₁ ₃.₂₂₀ ₃.₃₄₇ ₃.₂₉₁ ₃.₃₂₃ ₃.₃₃₂ 3.346 ₁₇か国 1.027
ユーロ GDPph ₂₁₄₈₈ ₂₂₅₃₈ ₂₂₉₁₇ ₂₃₅₆₇ ₂₄₁₀₀ ₂₄₈₇₅ ₂₅₆₂₅ ₂₇₅₃₄ ₂₈₀₂₂ ₂₈₄₃₁ ₂₆₆₀₅ ₂₇₇₈₉ ₂₈₃₄₆ ₂₈₄₆₅ 28628
米国 GDPph 32874 35226.549 36022.413 38063.577 39521.782 41749.983 43256.259 34644.75 46912.236 47230.404 46586.319 47904.884 49327.744 51162.483 52,491 0.092
GDPpp 0.654 0.652 0.648 0.651 0.642 0.628 0.614 0.628 0.614 0.705 0.587 0.597 0.592 0.576 0.545
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表Ⅲ⊖ 3　2012年のユーロ圏各国のGDP，人口，GDPph，GDPpp，fxr/GDPpp
  乖離率

参加国 GDP 人口 GDPph GDPpp fxr fxr/
GDPpp

参加年
・備考

₂₀₁₂年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₂年 ₂₀₁₂年 乖離率 ₁₉₉₉年

ドイツ ₂₆₄₅₇ ₀.₈₂₈ ₃₁₉₅₃ ₀.₆₄₇ ₀.₇₇₈ 1.203 ₁₉₉₉年

フランス ₂₀₂₇₈ ₀.₆₃₉ ₃₁₇₁₄ ₀.₆₄₂ ₀.₇₇₈ 1.212 ₁₉₉₉年

オ－ストリア ₃₁₀₈ ₀.₀₈₅ ₃₅₆₇₀ ₀.₇₂₂ ₀.₇₇₈ 1.078 ₁₉₉₉年

オランダ ₅₉₉₇ ₀.₁₆₇ ₃₅₉₆₃ ₀.₇₂₈ ₀.₇₇₈ 1.069 ₁₉₉₉年

ベルギ－ ₃₇₆₉ ₀.₁₁₁ ₃₃₄₃₆ ₀.₆₇₇ ₀.₇₇₈ 1.150 ₁₉₉₉年

ルクセンブルグ ₄₄₄ ₀.₀₀₅ ₈₅₃₈₅ ₁.₇₂₈ ₀.₇₇₈ 0.450 ₁₉₉₉年

アイルランド ₁₆₃₆ ₀.₀₄₆ ₃₅₇₂₁ ₀.₇₂₃ ₀.₇₇₈ 1.076 ₁₉₉₉年

フインランド ₁₉₄₅ ₀.₀₅₄ ₃₅₉₅₂ ₀.₇₂₈ ₀.₇₇₈ 1.069 ₁₉₉₉年

平均 63634 1.935 32738 0.824 0.778 0.944

スロベニア ₃₅₅ ₁.₉₃₅ ₁₇₁₅₀ ₀.₃₄₇ ₀.₇₇₈ 2.242 ₂₀₀₇年

キプロス ₁₇₉ ₀.₀₂₁ ₁₅₈₄₁ ₀.₃₂₁ ₀.₇₇₈ 2.427 ₂₀₀₈年

マルタ ₆₈ ₀.₀₁₁ ₁₅₈₁₄ ₀.₃₂₀ ₀.₇₇₈ 2.431 ₂₀₀₈年

スロバキア ₆₅₂ ₀.₀₀₄ ₁₁₉₆₃ ₀.₂₄₂ ₀.₇₇₈ 3.214 ₂₀₀₉年

エストニア ₁₇₀ ₀.₀₅₅ － － ₀.₇₇₈ − ₂₀₁₁年

平均 1424 2.026 0.308 0.778 2.531

スペイン ₁₀₅₀₀ ₀.₀₁₃ ₂₂₄₆₀ ₀.₄₅₅ ₀.₇₇₈ 1.712 ₁₉₉₉年

イタリア ₁₅₆₆₃ ₂.₁₂₉ ₂₅₇₂₈ ₀.₅₂₁ ₀.₇₇₈ 1.494 ₁₉₉₉年

ポルトガル ₁₆₅₂ ₀.₄₆₈ ₁₅₅₈₅ ₀.₃₁₅ ₀.₇₇₈ 2.467 ₁₉₉₉年

ギリシャ 1937 0.609 17419 0.353 0.778 2.207 2001年

平均 29752 3.218 0.411 0.778 1.894

ユ−ロ圏総計 94841 7.179 0.592 0.778 1.315

注：①各国 GDPpp＝各国の GDPph÷米国 GDPph₄₉₃₉₉で計算。
　　②₂₀₁₂年ユ－ロ圏総 GDPは IFS統計，総人口は各国別人口の合計
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表Ⅳ⊖ 4　中国・上海・貴州・北京・広東の GDPppと元/＄fxrの推移

中国
GDPpp

上海
GDPpp

北京
GDPpp

広東
GDPpp

貴州
GDPpp 元/$fxr

₁₉₇₈ ₂₇.₂₃₆₂ ₄.₁₅₂₂ ₈.₂₆₃₃ ₂₈.₁₀₃₄ ₅₉.₄₂₃₉ ₁.₆₈₃₆
₁₉₇₉ ₂₇.₃₇₈₃ ₄.₅₀₇₁ ₈.₅₁₅₉ ₂₈.₀₀₃₆ ₅₆.₃₃₄₃ ₁.₅₅₅₀
₁₉₈₀ ₂₄.₇₇₇₇ ₄.₅₁₂₀ ₇.₉₇₈₅ ₂₅.₇₀₃₄ ₅₆.₅₆₃₁ ₁.₄₉₈₇
₁₉₈₁ ₂₇.₈₁₀₃ ₄.₈₇₆₉ ₈.₉₉₁₉ ₂₄.₉₇₀₀ ₅₆.₇₁₄₉ ₁.₇₀₄₅
₁₉₈₂ ₂₆.₇₇₀₈ ₄.₉₁₆₅ ₈.₄₈₀₄ ₂₂.₃₆₂₈ ₅₀.₈₃₆₇ ₁.₈₉₂₅
₁₉₈₃ ₂₅.₉₆₃₇ ₅.₁₂₀₃ ₇.₈₅₉₄ ₂₂.₄₇₈₁ ₅₀.₁₀₅₈ ₁.₉₇₅₇
₁₉₈₄ ₂₃.₉₆₉₃ ₅.₁₂₈₆ ₇.₄₂₇₆ ₂₀.₂₂₇₂ ₄₅.₀₅₆₄ ₂.₃₂₀₀
1985 20.6827 4.6048 6.7948 17.3046 42.3663 2.9367
₁₉₈₆ ₁₉.₃₅₈₇ ₄.₆₄₃₈ ₆.₇₀₂₆ ₁₅.₉₁₁₅ ₄₁.₁₇₃₈ ₃.₄₅₂₈
₁₉₈₇ ₁₇.₇₁₃₀ ₄.₄₇₅₄ ₆.₃₇₅₈ ₁₃.₄₅₁₆ ₃₆.₂₆₁₄ ₃.₇₂₂₁
₁₉₈₈ ₁₅.₃₉₁₂ ₄.₀₅₇₇ ₅.₄₉₃₀ ₁₀.₆₉₅₂ ₃₀.₇₇₆₉ ₃.₇₂₂₁
₁₉₈₉ ₁₄.₇₁₂₄ ₄.₀₆₈₇ ₅.₂₈₅₉ ₉.₆₇₉₆ ₂₉.₈₃₉₇ ₃.₇₆₅₁
₁₉₉₀ ₁₄.₁₈₁₁ ₃.₈₁₀₈ ₅.₁₁₇₉ ₉.₃₀₁₅ ₂₉.₁₆₆₃ ₄.₇₈₃₂
₁₉₉₁ ₁₂.₂₉₃₃ ₃.₃₃₅₈ ₄.₂₃₁₈ ₇.₇₆₈₅ ₂₅.₉₅₃₁ ₅.₃₂₃₄
₁₉₉₂ ₁₀.₅₂₃₄ ₂.₇₉₈₅ ₃.₇₅₉₈ ₆.₃₈₈₄ ₂₃.₉₂₁₈ ₅.₅₁₄₆
1993 8.4548 2.1441 3.1563 4.8243 20.6095 5.7620
₁₉₉₄ ₆.₅₈₂₄ ₁.₇₂₄₀ ₂.₅₉₅₄ ₃.₉₁₄₈ ₁₇.₅₃₁₂ ₈.₆₁₈₇
₁₉₉₅ ₅.₅₅₁₆ ₁.₄₂₆₉ ₂.₂₇₄₈ ₃.₂₄₅₈ ₁₅.₂₆₃₁ ₈.₃₅₁₄
₁₉₉₆ ₄.₉₉₅₂ ₁.₂₆₂₂ ₂.₀₁₅₁ ₃.₀₂₈₇ ₁₄.₂₅₉₈ ₈.₂₇₈₄
₁₉₉₇ ₄.₇₆₆₃ ₁.₁₄₃₀ ₁.₇₉₆₇ ₂.₈₈₅₆ ₁₃.₆₈₅₉ ₈.₂₇₇₁
₁₉₉₈ ₄.₇₁₂₀ ₁.₀₇₈₂ ₁.₆₄₃₀ ₂.₈₁₇₇ ₁₃.₆₂₄₇ ₈.₂₇₉₀
₁₉₉₉ ₄.₆₇₂₈ ₁.₀₃₀₃ ₁.₅₄₂₆ ₂.₈₂₃₁ ₁₃.₃₇₃₁ ₈.₂₇₈₃
2000 4.5558 0.9758 1.5193 3.1507 12.4982 8.2785
₂₀₀₁ ₄.₂₅₄₂ ₁.₁₅₃₂ ₁.₃₄₅₆ ₂.₉₅₄₅ ₁₂.₆₁₄₀ ₈.₂₇₇₁
₂₀₀₂ ₃.₉₇₉₁ ₁.₁₀₀₈ ₁.₂₁₆₈ ₂.₄₁₅₉ ₁₁.₃₈₄₅ ₈.₂₇₇₀
₂₀₀₃ ₃.₆₆₂₂ ₁.₀₀₉₁ ₁.₁₁₂₆ ₂.₁₆₃₈ ₁₀.₃₉₄₈ ₈.₂₇₇₀
₂₀₀₄ ₃.₂₉₀₀ ₀.₉₁₇₄ ₀.₉₉₈₅ ₁.₉₄₉₂ ₉.₄₇₇₄ ₈.₂₇₆₈
₂₀₀₅ ₂.₉₆₉₂ ₀.₈₅₂₂ ₀.₉₂₀₁ ₁.₇₁₄₀ ₇.₈₅₈₄ ₈.₁₉₄₃
₂₀₀₆ ₂.₆₆₄₂ ₀.₈₁₂₉ ₀.₈₆₃₀ ₁.₅₇₉₆ ₇.₁₁₀₅ ₇.₉₇₃₄
2007 2.2540 0.7508 0.7736 1.4124 6.0203 7.6075
₂₀₀₈ ₁.₉₂₆₉ ₀.₆₉₇₈ ₀.₇₃₀₆ ₁.₂₃₂₈ ₄.₆₂₉₈ ₆.₉₄₈₇
₂₀₀₉ ₁.₇₆₆₁ ₀.₆₆₁₅ ₀.₆₈₉₃ ₁.₁₅₅₅ ₄.₀₇₁₄ ₆.₈₃₁₄
₂₀₁₀ ₁.₅₇₀₀ ₀.₆₂₄₁ ₀.₆₄₆₇ ₁.₀₅₅₇ ₃.₅₁₆₉ ₆.₇₇₀₃
₂₀₁₁ ₁.₃₇₇₇ ₀.₅₈₅₈ ₀.₅₉₅₂ ₁.₀₉₃₈ ₂.₉₁₄₉ ₆.₄₆₁₅
2012 1.2956 0.5826 0.5716 0.9170 2.5117 6.3123
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表Ⅳ⊖ 5　中国・上海・貴州・北京・広東の fxr/GDPpp乖離率の推移

fxr/GDPppの
中国乖離率

fxr/GDPppの
上海乖離率

fxr/GDPppの
貴州乖離率

fxr/GDPppの
北京乖離率

fxr/GDPppの
広東乖離率

1978 0.0618 0.4055 0.0283 0.2037 0.0599
₁₉₇₉ ₀.₀₅₆₈ ₀.₃₄₅₀ ₀.₀₂₇₆ ₀.₁₈₂₆ ₀.₀₅₅₅
₁₉₈₀ ₀.₀₆₀₅ ₀.₃₃₂₂ ₀.₀₂₆₅ ₀.₁₈₇₈ ₀.₀₅₈₃
₁₉₈₁ ₀.₀₆₁₃ ₀.₃₄₉₅ ₀.₀₃₀₁ ₀.₁₈₉₆ ₀.₀₆₈₃
₁₉₈₂ ₀.₀₇₀₇ ₀.₃₈₄₉ ₀.₀₃₇₂ ₀.₂₂₃₂ ₀.₀₈₄₆
₁₉₈₃ ₀.₀₇₆₁ ₀.₃₈₅₉ ₀.₀₃₉₄ ₀.₂₅₁₄ ₀.₀₈₇₉
₁₉₈₄ ₀.₀₉₆₈ ₀.₄₅₂₄ ₀.₀₅₁₅ ₀.₃₁₂₃ ₀.₁₁₄₇
1985 0.1420 0.6377 0.0693 0.4322 0.1697
₁₉₈₆ ₀.₁₇₈₄ ₀.₇₄₃₅ ₀.₀₈₃₉ ₀.₅₁₅₁ ₀.₂₁₇₀
₁₉₈₇ ₀.₂₁₀₁ ₀.₈₃₁₇ ₀.₁₀₂₆ ₀.₅₈₃₈ ₀.₂₇₆₇
₁₉₈₈ ₀.₂₄₁₈ ₀.₉₁₇₃ ₀.₁₂₀₉ ₀.₆₇₇₆ ₀.₃₄₈₀
₁₉₈₉ ₀.₂₅₅₉ ₀.₉₂₅₄ ₀.₁₂₆₂ ₀.₇₁₂₃ ₀.₃₈₉₀
₁₉₉₀ ₀.₃₃₇₃ ₁.₂₅₅₂ ₀.₁₆₄₀ ₀.₉₃₄₆ ₀.₅₁₄₂
₁₉₉₁ ₀.₄₃₃₀ ₁.₅₉₅₈ ₀.₂₀₅₁ ₁.₂₅₈₀ ₀.₆₈₅₃
₁₉₉₂ ₀.₅₂₄₀ ₁.₉₇₀₅ ₀.₂₃₀₅ ₁.₄₆₆₇ ₀.₈₆₃₂
1993 0.6815 2.6873 0.2796 1.8255 1.1944
₁₉₉₄ ₁.₃₀₉₄ ₄.₉₉₉₃ ₀.₄₉₁₆ ₃.₃₂₀₈ ₂.₂₀₁₆
₁₉₉₅ ₁.₅₀₄₃ ₅.₈₅₂₆ ₀.₅₄₇₂ ₃.₆₇₁₂ ₂.₅₇₃₀
₁₉₉₆ ₁.₆₅₇₃ ₆.₅₅₈₆ ₀.₅₈₀₅ ₄.₁₀₈₂ ₂.₇₃₃₃
₁₉₉₇ ₁.₇₃₆₆ ₇.₂₄₁₆ ₀.₆₀₄₈ ₄.₆₀₆₉ ₂.₈₆₈₅
₁₉₉₈ ₁.₇₅₇₀ ₇.₆₇₈₅ ₀.₆₀₇₆ ₅.₀₃₈₈ ₂.₉₃₈₂
₁₉₉₉ ₁.₇₇₁₆ ₈.₀₃₄₇ ₀.₆₁₉₀ ₅.₃₆₆₅ ₂.₉₃₂₃
2000 1.8171 8.4839 0.6624 5.4490 2.6275
₂₀₀₁ ₁.₉₄₅₆ ₇.₁₇₇₂ ₀.₆₅₆₂ ₆.₁₅₁₃ ₂.₈₀₁₅
₂₀₀₂ ₂.₀₈₀₁ ₇.₅₁₉₂ ₀.₇₂₇₀ ₆.₈₀₂₃ ₃.₄₂₆₁
₂₀₀₃ ₂.₂₆₀₁ ₈.₂₀₂₃ ₀.₇₉₆₃ ₇.₄₃₉₅ ₃.₈₂₅₂
₂₀₀₄ ₂.₅₁₅₇ ₉.₀₂₂₃ ₀.₈₇₃₃ ₈.₂₈₉₀ ₄.₂₄₆₃
₂₀₀₅ ₂.₇₅₉₈ ₉.₆₁₅₉ ₁.₀₄₂₇ ₈.₉₀₅₆ ₄.₇₈₀₉
₂₀₀₆ ₂.₉₉₂₈ ₉.₈₀₈₄ ₁.₁₂₁₄ ₉.₂₃₈₉ ₅.₀₄₇₈
2007 3.3751 10.1324 1.2636 9.8342 5.3862
₂₀₀₈ ₃.₆₀₆₁ ₉.₉₅₈₄ ₁.₅₀₀₉ ₉.₅₁₀₆ ₅.₆₃₆₄
₂₀₀₉ ₃.₈₆₈₁ ₁₀.₃₂₆₉ ₁.₆₇₇₉ ₉.₉₁₀₆ ₅.₉₁₁₉
₂₀₁₀ ₄.₃₁₂₂ ₁₀.₈₄₇₃ ₁.₉₂₅₁ ₁₀.₄₆₈₅ ₆.₄₁₃₄
₂₀₁₁ ₄.₆₉₀₁ ₁₁.₀₃₀₂ ₂.₂₁₆₇ ₁₀.₈₅₅₈ ₅.₉₀₇₂
2012 4.8722 10.8355 2.5131 11.0423 6.8833

79−93年平均 0.2180 0.8887 0.1014 0.6223 0.3242
94−01年平均 1.5039 7.0033 0.5962 4.7141 2.7095
02−12年平均 2.6919 3.3939 9.7544 1.4235 9.2998
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表Ⅴ⊖ 1 主要国のカントリーリスクの推移と順位表

国名・地域名 評価 順位 順位 順位 順位 順位 順位 順位 順位 順位
Mar⊖₁₁ Mar⊖₁₁ Mar.⊖₀₅ ₃₆₅₈₆.₀ ₃₄₇₅₉.₀ ₃₃₂₉₈.₀ ₃₃₁₁₇.₀ ₃₂₇₅₂.₀ ₃₀₉₂₆.₀ ₂₉₀₉₉.₀ 

日本 ₈₅.₃ ₁₈ ₁₉ ₁₀ ₃ ₂ ₁ ₁ ₂ ₄ 
スイス ₉₄.₁ ₂ ₁ ₁ ₁ ₁ ₂ ₂ ₃ ₃ 
米国 ₉₁.₄ ₉ ₈ ₃ ₄ ₄ ₄ ₄ ₁ ₁ 
ドイツ ₉₃.₃ ₃ ₁₃ ₂ ₂ ₃ ₃ ₃ ₄ ₂ 
英国 ₈₇.₈ ₁₅ ₄ ₆ ₇ ₇ ₇ ₅ ₅ ₇ 
カナダ ₉₃.₁ ₄ ₁₀ ₁₄ ₁₃ ₉ ₈ ₇ ₇ ₅ 
フランス ₈₈₉.₇ ₁₄ ₁₁ ₅ ₆ ₆ ₆ ₈ ₁₂ ₆ 
イタリア ₇₆.₄ ₂₉ ₂₀ ₁₈ ₁₀ ₁₁ ₁₁ ₁₃ ₁₆ ₂₂ 
ノールウエー ₉₅.₂ ₁ ₂ ₈ ₁₁ ₁₃ ₁₄ ₁₁ ₆ ₉ 
スウエーデン ₉₂.₆ ₆ ₇ ₁₆ ₁₇ ₁₂ ₁₀ ₁₀ ₁₃ ₁₄ 
フインランド ₉₂.₅ ₈ ₃ ₁₂ ₁₉ ₁₅ ₁₃ ₁₂ ₁₄ ₂₁ 
オランダ ₉₁.₀ ₁₁ ₉ ₄ ₅ ₅ ₅ ₆ ₈ ₈ 
デンマーク ₉₁.₂ ₁₀ ₅ ₁₁ ₁₂ ₁₈ ₁₈ ₁₈ ₁₇ ₂₀ 
オーストリア ₉₀.₁ ₁₃ ₁₂ ₉ ₉ ₈ ₉ ₉ ₁₀ ₁₀ 
べエルギー ₈₅.₁ ₁₉ ₁₅ ₁₃ ₁₄ ₁₀ ₁₂ ₁₄ ₁₅ ₁₁ 
スペイン ₇₂.₀ ₃₆ ₁₆ ₁₉ ₁₈ ₁₇ ₁₇ ₁₇ ₂₄ ₂₈ 
ギリシャ ₄₆.₉ ₇₈ ₈₁ 

オーストラリア ₉₀.₉ ₁₂ ₁₈ ₂₁ ₂₂ ₁₉ ₁₉ ₁₉ ₉ ₁₀ 
ニュージランド ₈₇.₂ ₁₆ ₂₁ ₂₃ ₂₃ ₂₃ ₂₃ ₂₂ ₁₈ ₁₈ 
シンガポール ₉₂.₇ ₅ ₁₇ ₁₈ ₁₀ ₁₄ ₁₅ ₁₆ ₁₁ ₁₆ 

香港 ₈₅.₅ ₁₇ ₂₅ ₃₀ ₂₆ ₂₂ ₂₂ ₂₀ ₂₃ ₁₉ 
台湾 ₈₁.₃ ₂₀ ₂₄ ₂₂ ₁₅ ₁₆ ₁₆ ₁₅ ₂₀ ₃₁ 
韓国 ₇₈.₄ ₂₆ ₂₈ ₃₅ ₂₁ ₂₀ ₂₀ ₂₃ ₃₀ ₂₆ 
中国 ₈₀.₂ ₂₂ ₃₆ ₄₀ ₃₃ ₃₀ ₃₇ ₂₄ ₂₂ ₂₇ 
ロシア ₆₅.₂ ₄₇ ₅₅ ₁₀₃ ₉₉ ₃₉ ₃₄ ₂₁ ₂₅ ₁₇ 
インド ₆₅.₀ ₄₈ ₅₈ 
ブラジル ₆₈.₅ ₄₁ ₆₄ ₇₁ ₆₁ ₆₃ ₆₈ ₆₄ － ₃₃ 
南ア共和国 ₆₃.₃ ₅₀ ₅₃ ₅₈ ₄₆ ₄₈ － － － ₃₉ 
メキシコ ₆₇.₆ ₄₃ ₄₄ ₄₇ ₅₁ ₄₆ ₅₁ ₆₂ － ₂₅ 
トルコ ₅₆.₈ ₅₉ ₆₂ 
クウエート ₇₆.₂ ₃₀ ₃₁ ₃₂ ₃₆ ₄₄ ₂₆ ₂₇ ₂₆ ₁₅ 
サウジアラビア ₆₃.₃ ₅₀ ₅₂ ₄₁ ₃₅ ₂₇ ₂₈ ₂₆ ₁₉ ₁₃ 

タイ ₆₄.₃ ₄₉ ₄₇ ₅₁ ₂₇ ₂₅ ₂₅ ₃₁ － ₄₈ 
フイリッピン ₅₄.₀ ₆₆ ₇₆ ₅₄ ₅₉ ₆₈ ₇₀ ₇₂ － ₅₂ 
インドネシア ₅₅.₆ ₆₁ ₈₂ ₉₀ ₃₉ ₃₁ ₃₈ ₄₃ － ₅₄ 
ヴェトナム ₄₆.₁ ₈₀ ₇₆ 
イラク ₂₂.₉ ₁₄₈ ₁₇₂ ₁₃₈ ₁₂₈ ₉₅ ₈₅ ₉₀ － ₄₁ 
北朝鮮 ₅.₇ ₁₇₇ ₁₇₃ ₁₄₄ ₁₃₅ ₁₁₁ ₁₁₂ ₁₁₂ － －

₁₇₈カ国平均 ₄₆.₅ 

出所：“Institutional Invastor” 『機関投資家』の上記発行年月号に掲載
注：①世界₁₄₅カ国地域のカントリーリスク（信用度）順位表から主要国を抜粋し掲載した。
　　②同誌の信用度祭典方法は主要₇₅カ国から₁₀₀行の銀行をによる各国地域の信用度評点を基

礎にしている。
　　③各銀行は自国の採点を対象外にし各国・地域の債務不履行の可能性を勘案し，最も信用

度の高い国・地域を₁₀₀点，最も低い点を ₀点として採点している。
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表Ⅴ⊖ 2．BIS調査による外国通貨別取扱高の推移（10年 4月時点）
単位：％

通貨 ₉₈年
シエア

₀₁年
シエア％

₀₄年
シエア

₀ ₇年
シエア

₁₀年
シエア

平均
シエア

＄ ₄₃.₄ ₄₄.₉ ₄₄.₀ ₄₂.₈ ₄₂.₅ ₄₃.₅
€ ₁₆.₄ ₁₈.₉ ₁₈.₇ ₁₈.₅ ₁₉.₅ ₁₈.₄
￥ ₁₀.₉ ₁₁.₆ ₁₀.₄ ₈.₆ ₉.₅ ₁₀.₂
￡ ₅.₅ ₆.₅ ₈.₃ ₇.₅ ₆.₅ ₆.₉
小計 ₇₆.₂ ₈₁.₉ ₈₁.₄ ₇₇.₄ ₇₈.₀ ₇₉.₀
Ａ＄ ₁.₅ ₂.₂ ₃.₀ ₃.₃ ₃.₈ ₂.₈

Swiss ₣ ₃.₆ ₃.₀ ₃.₀ ₃.₄ ₃.₂ ₃.₂
CA＄ ₃.₃ ₂.₃ ₂.₁ ₂.₂ ₂.₇ ₂.₅
HK＄ ₀.₅ ₁.₁ ₀.₉ ₁.₄ ₁.₂ ₁.₀
小計 ₈.₉ ₈.₆ ₉.₀ ₁₀.₃ ₁₀.₉ ₉.₅

韓国ウオン ₀.₁ ₀.₄ ₀.₆ ₀.₆ ₀.₈ ₀.₅
インドルピー ₀.₁ ₀.₁ ₀.₂ ₀.₄ ₁.₀ ₀.₄
ロシアルーブル ₀.₂ ₀.₂ ₀.₃ ₀.₄ ₀.₅ ₀.₃
トルコリラ － ₀.₀ ₀.₀ ₀.₁ ₀.₄ ₀.₁
南アランド ₀.₂ ₀.₅ ₀.₄ ₀.₅ ₀.₄ ₀.₄
ブラジルレアル ₀.₁ ₀.₃ ₀.₂ ₀.₂ ₀.₄ ₀.₂

中国元 ₀.₀ ₀.₀ ₀.₁ ₀.₃ ₀.₄ ₀.₂
小計 ₀.₇ ₁.₅ ₁.₈ ₂.₅ ₃.₉ ₂.₁
その他 ₁₄.₂ ₈.₀ ₇.₈ ₉.₈ ₇.₂ ₉.₄
合計 ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁₀₀.₀
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表Ⅴ⊖ 3．世界の主要外国為替市場の 1日平均取り扱い高の推移
単位：億ドル

為替市場名 ₁₉₈₆年 ₁₉₈₉年 ₁₉₉₂年 ₁₉₉₅年 ₁₉₉₈年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₇年 ₂₀₁₀年 ₁₀年
シエア％

ロンドン ₉₀₀ ₁₈₇₀ ₃₀₃₀ ₄₇₇₄ ₆₃₇₃ ₅₀₄₀ ₈₃₅₃ ₁₄₈₃₂ ₁₈₅₃₆ ₃₆.₇
ニューヨーク ₅₈₅ ₁₂₈₉ ₁₉₂₃ ₂₆₅₅ ₃₅₀₉ ₂₅₂₀ ₄₉₈₆ ₇₄₅₂ ₉₀₄₄ ₁₇.₉

東京 ₄₈₀ ₁₁₅₅ ₁₂₈₀ ₁₆₇₁ ₁₄₈₆ ₁₄₆₈ ₂₀₇₄ ₂₅₀₂ ₃₁₂₃ ₆.₂
小計 1965 4314 6233 9100 11368 9028 15413 24786 30703 60.8

シンガポール － ₅₅₀ ₇₃₉ ₁₀₆₆ ₁₃₉₀ ₁₃₃₆ ₂₄₁₈ ₂₆₆₀ ₅.₃
香港 － ₄₉₀ ₆₁₀ ₉₀₈ ₇₈₆ ₁₀₆₀ ₁₈₁₀ ₂₃₇₆ ₄.₇
スイス ₈₅₃ ₂₅₃₆ ₂₆₂₆ ₅.₂
シドニー ₁₀₇₁ ₁₇₆₃ ₁₉₂₁ ₃.₈
パリー ₆₆₅ ₁₂₆₈ ₁₅₁₆ ₃

デンマーク ₄₂₁ ₈₈₂ ₁₂₀₅ ₂.₄
フランクフルト ₁₂₀₄ ₁₀₁₄ ₁₀₈₆ ₂.₁
トロント ₅₉₃ ₆₄₀ ₆₁₉ ₁.₂
小計 7203 12331 14009 27.7

スエーデン ₃₁₉ ₄₃₉ ₄₄₈ ₀.₉
モスクワ ₂₉₈ ₅₀₂ ₄₁₇ ₀.₈
韓国 ₂₀₅ ₃₅₂ ₄₃₈ ₀.₉

ルクセンブルグ ₁₄₆ ₄₃₉ ₃₃₄ ₀.₇
ベルギー ₂₀₈ ₅₀₁ ₃₂₅ ₀.₆
フインランド ₁₈ ₈₃ ₃₁₃ ₀.₆
スペイン ₁₃₉ ₁₇₁ ₂₉₃ ₀.₆
イタリア ₂₃₅ ₃₇₆ ₂₈₆ ₀.₆
インド ₆₉ ₃₈₄ ₂₇₄ ₀.₅
小計 1637 3247 3128 6.2
その他 ₁₈₂₉ ₂₄₄₈ ₂₇₂₆ ₅.₅

世界総取引高 19580 16190 26085 42811 50563 100

出所：BIS・日銀による『外国為替市場取引高調査』（ ₃年に ₁度 ₄月 ₁日に行われている）の
調査資料

注：シンガポールおよび香港市場の伸び率は₈₉年取扱高との比較である。




